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第１章 計画策定にあたって 

 

 

１ 計画策定の背景と趣旨 

 わが国の出生数は年々減少しており、確実に少子化が進行しています。一方で、女性の社

会進出の拡大に伴い結婚・出産後も働き続けることを希望する女性が増加しており、低年齢

児からの保育ニーズが高まっています。また、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化に

より、祖父母や近隣の住民等から、子育てに関する助言や支援、協力を得ることが困難な状

況となっており、中には、子育てに対する不安感や負担感、孤立感を抱える保護者も少なく

ありません。このように、子育てをめぐる家庭や地域の状況が大きく変化する中で、安心し

て子どもを生み、子どもの健やかな育ちと子育てを支援していくことが必要となっていま

す。 

 国においては、平成 24 年 8 月に成立した「子ども・子育て関連３法」に基づき、幼児期

の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する「子ども・子育て支援新

制度」を平成 27 年４月からスタートさせました。新制度のもとでは、「子どもの最善の利

益」が実現される社会を目指すとの考えを基本に、制度、財源を一元化して新しい仕組みを

構築し、子どもの幼児期の学校教育・保育の一体的な提供、保育の量的充実、家庭における

養育支援等を総合的に推進してきました。また、令和元年 10 月からは、生涯にわたる人格

形成の基礎を培う幼児教育の重要性と子育てにかかる経済的な負担軽減の観点から「幼児

教育・保育の無償化」を実施するなど、少子化対策を推進しています。 

 本市では、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支援する環境を整備す

ることを目指し、平成 27 年３月に「魚津市子ども・子育て支援事業計画」（以下、「第１期

計画」という。）を策定し、「ともに育み ともに育つ 元気な“うおづっ子”」をスローガン

に、家庭、地域、企業、行政の協働による子育て環境の整備に取り組んできました。 

第 1 期計画期間内における主な成果としては、私立保育所 5 園が保護者の就労状況に関

わりなく子どもを預けることができる認定こども園に移行しました。次に、子どもやその保

護者等、または妊娠している方の子育ての総合窓口の役割を担う子育て支援コーディネー

ターの配置、加えて障がいを持った子どもの相談に対応した特別支援教育コーディネー

ターの配置など、相談支援体制の構築と連携強化が図られました。また、公立保育園の適正

配置については、子どもの保育環境向上を目指し、住吉保育園を民営化し、魚津にじいろこ

ども園として開設すること、西布施保育園を令和２年３月末で閉園すること等の取り組み

があげられます。 

 この度、第 1 期計画が平成 31 年度で最終年度を迎えることから、第１期計画の取り組み

の進捗状況及び成果を踏まえ、本市を取り巻く現状と課題等に対応した更なる子育て支援

の充実を図るため、「第２期魚津市子ども・子育て支援事業計画」（以下、「本計画」という。）
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を策定し、引き続き、子ども・子育て支援施策を総合的に推進し、子育て環境の充実に取り

組みます。 

 

 

 

２ 計画の法的根拠と位置づけ 

本計画は、「子ども・子育て支援法」第 61 条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支援

事業計画」です。国より示された「子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援事業

計画の基本指針」に基づくとともに、第１期計画における成果や課題を踏まえ、今後の本市

における子ども・子育て支援施策の目指すべき方向性を示す指針として位置づけるもので

す。 

また、本計画は、上位計画である「魚津市総合計画」や、その関連分野計画との整合及び

連携を図り策定しています。 

 

 

 

  

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
（
第

条
）

魚津市障がい者福祉計画・
魚津市障がい児童福祉計画

魚津市地域福祉計画・
魚津市地域福祉活動計画

魚津市食育推進計画

魚津市男女共同参画プラン

魚津市パークマネジメント基本方針

魚津市総合計画

その他関連計画

魚津市健康増進プラン

第２期
魚津市子ども・子育て支援事業計画

61
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３ 計画の期間 

 本計画の期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とします。計画最終年度である

令和６年度には計画の達成状況の確認と見直しを行います。 

 

 

 

 

 

４ 策定体制 

 本計画の策定にあたっては、「魚津市子ども・子育て会議」を設置し、有識者や教育・保

育の関係者、住民等の意見を踏まえ検討・策定しました。 

 

 

 

  

（年度）

H27 28 29 30 31 R2 3 4 5 6 7

第４次基本構想

第１期魚津市子ども・子育て支援事業計画

第９次

基本計画 第10次基本計画

第５次基本構想（R12まで）

第11次基本計画

第２期魚津市子ども・子育て支援事業計画

魚津市総合計画
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第２章 魚津市の子ども・子育てを取り巻く現状 

 

 

１ 統計による魚津市の状況 

（１）人口・世帯の状況 

 年齢３区分の人口推移をみると、総人口は減少し続けています。年少（０～14 歳）人口

と生産年齢（15～64 歳）人口が減少しているのに対して、高齢（65 歳以上）人口は増加を

続けており、平成 27 年で高齢化率（高齢者人口割合）は 32.5％と、平成 22 年よりも５ポ

イント近く上昇しています。 

 人口ピラミッドでみると、いわゆる団塊世代、団塊ジュニアの世代が多いのに対し、20 歳

代の若い世代は少なく、今後の出生数の大幅な増加は見込めない状況です。 

■年齢３区分人口の推移         ■年齢３区分別人口割合の推移 

  

               資料：国勢調査                資料：国勢調査 

■人口ピラミッド（平成 31 年 1月 1日現在） 

 

                      資料：住民基本台帳 

8,410 7,124 6,379 6,060 5,620 4,851

33,654
32,504

30,612 28,845
26,725

23,977

7,430
8,688

10,145
11,358

12,440
13,867

0

20,000

40,000

60,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

0～14歳 15～64歳 65歳以上

49,494 48,316
47,136 46,263 44,785

42,695

（人）

17.0

14.7 13.5 13.1 12.5 11.4

68.0 67.3
64.9

62.4
59.7

56.2

15.0

18.0
21.5

24.6
27.8

32.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

0～14歳 15～64歳 65歳以上

（％）

683
725

912
1,017
1,027
1,023
1,011

1,193
1,522

1,715
1,387

1,188
1,215

1,604
1,546

1,210
785

489
231

05001,0001,5002,000

0～4歳
5～9歳
10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90歳以上

男性（20,483人）

（人）
644
756
834
930

825
836
920

1,063
1,405

1,558
1,314

1,151
1,279

1,774
1,742

1,563
1,243

1,037
775

0 500 1,000 1,500 2,000

女性（21,649人）

（人）
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世帯数・１世帯あたり人員数の推移をみると、「世帯数」は平成 22 年まで増加し続け、平

成 27 年には若干減少しています。一方で、「１世帯あたり人員数」は減少し続けており、平

成 27 年には 2.70 人と、世帯規模が縮小していることがうかがえます。 

家族類型別世帯割合の推移をみると、「核家族以外の親族世帯」の割合が大きく減少する

一方で、「単独世帯」が大きく増加し、平成 27 年には 27.8％を占めています。 

核家族世帯の内訳をみると、出生数の減少や高齢化の進行に伴い、「夫婦のみの世帯」の

割合が増加し、「夫婦と子どもからなる世帯」は減少しています。また、ひとり親世帯の割

合も年々増加し、特に、「女親と子どもからなる世帯」が増加しており、平成 27 年には 15.8％

となっています。 

 

 

■世帯数・１世帯あたり人員数の推移     ■家族類型別世帯割合の推移 

  

               資料：国勢調査                資料：国勢調査 

 

■核家族世帯の内訳 

  

                                      資料：国勢調査 

 

  

13,779 14,352 14,862 15,525 15,873 15,813

3.59
3.37

3.17
2.98

2.82
2.70

0

10,000

20,000

30,000

平成２年平成７年平成12年平成17年平成22年平成27年

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

世帯数 1世帯あたりの人員数

（世帯） （人）

53.8

54.6

53.7

53.6

53.0

53.8

17.8

20.1

23.7

27.3

30.3

32.7

0.6

0.3

0.3

0.2

0.1

0.1

27.8

25.0

22.3

18.9

16.6

13.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

平成27年

平成22年

平成17年

平成12年

平成７年

平成２年

核家族世帯 核家族以外の親族世帯

非親族を含む世帯 単独世帯

（％）

単位（％）

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

夫婦のみの世帯 25.0 28.9 31.9 34.0 34.0 34.7

夫婦と子どもからなる世帯 62.4 57.5 53.5 50.4 49.1 46.8

男親と子どもからなる世帯 2.0 2.3 2.3 2.1 2.4 2.7

女親と子どもからなる世帯 10.6 11.3 12.3 13.5 14.5 15.8
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子どものいる世帯の状況をみると、全国と比較して「同居の親あり」の割合が高く、県と

ほぼ同値となっています。 

 

■子どものいる世帯の状況（平成 27 年 国・県比較） 

 

                               資料：国勢調査 

 

  

82.3

65.0

64.0

15.2

31.8

32.8

2.5

3.2

3.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全国

富山県

魚津市

核家族 同居の親あり 同居の親なし

(%)



7 

 

 

（２）婚姻の状況 

 有配偶者・離別者数の推移をみると、「有配偶」の人数は減少傾向にあり、一方で、「離別」

の人数は増加しています。 

 未婚率の推移をみると、男女ともにいずれの年代でも増加しています。30～34 歳の年代

をみると、男性では 53.５％、女性では 36.8％となっています。 

 

■有配偶者・離別者数の推移 

 

                                資料：国勢調査 

 

   ■未婚率の推移（男性）          ■未婚率の推移（女性） 

  

               資料：国勢調査                資料：国勢調査 

  

26,333 25,896 25,411 24,687
23,607

22,011

957 1,093 1,362 1,578 1,727 1,860

0

10,000

20,000

30,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

有配偶 離別

（人）

91.2 91.6 91.6 93.0 94.4 94.9

59.1

66.7 66.8
70.3 72.4

76.0

29.0
34.4

44.2
47.0 47.6

53.5

19.8 21.6
26.6

32.7
37.6 39.3

3.9 5.8 7.6 9.2
12.7

15.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

20～24歳 25～29歳 30～34歳

35～39歳 40歳以上

（％）

82.4
85.8 86.1 87.3 86.0

88.9

32.6

43.2

51.0
54.3

58.7 59.2

8.1

14.4

22.4

29.5
32.8

36.8

4.8

6.1
10.9

16.3

22.1 23.0

2.5 2.9
3.0 3.6

4.8 6.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

20～24歳 25～29歳 30～34歳

35～39歳 40歳以上

（％）
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（３）児童数・出生の状況 

 ５歳以下人口の推移と推計をみると、平成 31 年から令和６年にかけて、さらに約 15％減

少する見込みとなっています。 

 出生数・出生率の推移をみると、出生数・出生率ともに減少傾向となっており、出生率は、

全国・県より低い値で推移しています。 

 合計特殊出生率の推移をみると、平成 29 年度には 1.51 と全国より高い値となったもの

の、平成 30 年度には 1.35 と全国・県より低い値となっています。 

  ■５歳以下人口の推移と推計 

 
資料：魚津市年齢別統計表（各年 4 月 1 日）、魚津市統計 

推計値は平成 29 年と平成 30 年の変動率を基に算出   

 

 ■出生数・出生率の推移          ■合計特殊出生率の推移 

  

資料：人口動態調査         資料：人口動態調査・魚津市統計 

291 253 277 245 237 236 231 228 223 221

288 300 259 276 243 240 235 230 227 222

285 297 294 258 279 243 239 234 229 226

291 287 291 293 253 242 242 238 233 228

297 291 280 289
284 272 240 240 236 231

320 291 291 281 297
258 275 242 242 238

4.1 4.0 4.0 3.9 3.8
3.6 3.6 3.5 3.5 3.5

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0

1,000

2,000

3,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 5歳以下人口割合

（人）

1,772
1,719 1,692 1,642 1,593

（％）

1,491 1,462 1,412 1,390 1,366

実績値 推計値

273 270 252 266 251

6.3 6.3
5.9

6.3
6.0

7.1 7.2 7.0 6.9
6.6

8.0 8.0 7.8 7.6 7.4

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

0

100

200

300

400

500

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

出生数（市） 出生率（市）

出生率（県） 出生率（全国）

（人） （％）

1.49
1.50

1.37

1.51

1.35

1.45

1.51
1.50

1.55

1.52

1.42

1.45

1.44

1.43
1.42

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

魚津市 富山県 全国

（％）

1.42

1.60

1.25
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 母親の年齢別出生割合の推移をみると、平成 30 年度では 20 歳代後半と 30 歳代前半がそ

れぞれ 28.4％を占めています。 

 

              ■母親の年齢別出生割合の推移 

 

資料：人口動態調査・魚津市こども課        

 

（４）女性の就労状況 

 女性の労働力率をみると、20 歳代後半から 30 歳代後半にかけて、結婚・出産等のために

仕事を中断する女性が多いことを示す「Ｍ字カーブ」を描いているものの、全国・県と比較

すると、県と同様、Ｍ字の谷の部分が浅くなっています。また、県と比較しても、本市は特

に女性の労働力率が高くなっています。一方で、女性の労働力率を平成 17 年・平成 22 年

と比較すると、Ｍ字の谷の部分が若干上がってきているのがわかります。 

 

■女性の労働力率（H27 国・県比較）    ■女性の労働力率（魚津市 H17・H22・H27 国・県比較） 

  

               資料：国勢調査                資料：国勢調査 

2.2

2.6

0.4

1.9

1.2

6.6

10.0

11.5

9.4

9.9

30.0

25.6

24.2

27.1

28.4

39.2

31.1

34.5

32.7

28.4

18.7

22.6

22.6

22.9

22.6

3.3

8.1

6.7

6.0

9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

19歳以下 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40歳以上

12.6

76.9
83.7 81.0

84.3 86.6 84.3 84.9

76.4

60.1

19.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

全国 富山県 魚津市

（％）

12.6

76.9

83.7 81.0
84.3 86.6 84.3 84.9

76.4

60.1

19.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成17年 平成22年 平成27年

（％）
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（５）保育園・認定こども園・幼稚園の状況 

 保育園・認定こども園・幼稚園入所児童数の推移をみると、出生数の減少に伴い、保育園・

認定こども園の入所児童数（2 号・3 号認定）は減少しています。一方、幼稚園・認定こど

も園入所児童数（1 号認定）は若干増加しています。 

 

■保育園・認定こども園・幼稚園入所児童数の推移 

 
     資料：魚津市こども課（各年 4 月 1 日） 

 

 保育園の状況をみると、公立保育園では入所児童数が減少しており、私立保育園・認定こ

ども園でも若干の減少傾向にあります。年齢別にみると、公立保育園では、平成 26 年と比

較して全ての年齢で減少しています。私立保育園・認定こども園では、３歳未満児の割合が

若干高くなり、平成 31 年では約４割を占めています。 

 

■公立保育園入所児童数の推移       ■私立保育園・認定こども園入所児童数の推移 

  

資料：魚津市こども課（各年 4 月 1 日）     資料：魚津市こども課（各年 4 月 1 日） 

1,347
1,303

1,247 1,220 1,234 1,202

67 45 55 68 74 73

0

500

1,000

1,500

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

保育園・認定こども園入所児童数（2号・3号認定） 幼稚園・認定こども園入所児童数（1号認定）

（人）

9 14 5 7 4 8

59 53 57 48 59 39

72 70 66 74 62
69

87 89
78 73 84

64

117
87

88 78 76
80

90
118

88
86 79

81

0

100

200

300

400

500

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

（人）

434 431

382
366 364

341

32 16 22 18 24 36

140 136 128 130 146 136

171 171 171 163
162 171

181 187 184 179
180 167

183 178 187 181 176 174

206
184 172 183 182 177

0

200

400

600

800

1,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

（人）

913
872 864 854 870 861
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 幼稚園の状況をみると、公立幼稚園では減少傾向にあるものの、私立幼稚園・認定こども

園では平成 27 年以降、増加傾向にあります。 

 

■公立幼稚園入所児童数の推移        ■私立幼稚園・認定こども園入所児童数の推移 

   

資料：魚津市こども課（各年 4 月 1 日）     資料：魚津市こども課（各年 4 月 1 日） 

 

 

（６）児童扶養手当受給者数の状況 

 児童扶養手当受給者数の推移をみると、近年は減少しており、平成 30 年度には 257 人、

需給割合では 1.52％となっています。 

 

■児童扶養手当受給者数及び需給割合の推移 

 

資料：魚津市こども課（各年度 3 月 31 日現在） 

14

7
10 11

5
2

8
16 8

9

13

5

20

8 17
8 10

14

0

20

40

60

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

3歳児 4歳児 5歳児

42

31

35

28 28

21

（人）

7 8

19
14 13

10

6

2

12 22
188

8

10

9

10 21

0

20

40

60

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

3歳児 4歳児 5歳児

25

14

20

40

46

52

（人）

318

297
286

296

257

1.91

1.78

1.71
1.76

1.52

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

200

250

300

350

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

児童扶養手当支給者数 受給割合

（％）（人）
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２ 意向調査結果の概要 

（１）意向調査の概要 

 本調査は、子育て家庭を対象に、子育て家庭の生活実態や子ども・子育てに関する要望・

意見、また、保育ニーズや本市の子育て支援サービスの利用状況や利用意向を把握すること

を目的に実施しました。 

 

■調査概要 

項  目 内  容 

調査地域 魚津市全域 

調査対象者 

 魚津市内在住の「未就園児及び市外通園児」をお持ちの世帯・保

護者 

 魚津市内在住の「市内通園児」をお持ちの世帯・保護者 

 魚津市内在住の「小学生児童」（以下、「小学生」という。）をお持

ちの世帯・保護者 

 魚津市内在住の「中学生」本人 

調査期間 平成 30 年 11 月 16 日（金）～11 月 26 日（月） 

調査方法 
園及び学校にて調査票配布・回収、または郵送による調査票の配布・

回収による回答 

配布・回収 

 未就園児・市外通園児    217 件（回収率：54.0％） 

うち未就園児 183 件、市外通園児 34 件 

 市内通園児       1,208 件（回収率：84.1％） 

 小学生児童       1,674 件（回収率：90.0％） 

 中学生         1,042 件（回収率：96.0％） 

 

※図表中に「Ｎ」と記してあるのは、質問に対する回答者総数で、回答比率（％）が何人の回答に相当する

かを示す比率算出の基数です。 

※調査結果における「通園児」（1,242 件）は、「市内通園児」（1,208 件）と「市外通園児」（34 件）を合わ

せたものです。 
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（２）意向調査結果 

①子どもの育ちをめぐる環境について 

 子育てや教育に影響すると思われる環境について、未就園児、通園児ともに「家庭」を

選択する割合が 90％を超えています。 

 子どもをみてもらえる親族・知人の有無について、未就園児、通園児、小学生ともに、

「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」と回答した割合が最も高くなっています。

一方で、「いずれもない」と回答した割合では、未就園児が 10.4％と通園児、小学生よ

りも高くなっています。 

 

■子育てや教育に影響すると思われる環境 

 
  

93.4

0.5

0.5

2.7

0.5

1.1

1.1

91.6

1.4

0.1

4.3

1.8

0.2

0.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

家庭

地域

幼稚園

保育園

認定こども園

その他

無回答

未就園児（Ｎ＝183） 通園児（Ｎ＝1,242）
（％）
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■子どもをみてもらえる親族・知人の有無 

  

46.4 

54.1 

0.0 

6.0 

10.4 

1.1 

46.5 

58.6 

1.0 

7.1 

7.7 

0.6 

49.0 

53.8 

3.8 

12.4 

7.8 

1.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

日常的に祖父母等の親族に見てもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族に見てもらえる

日常的に子どもを見てもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には

子どもを見てもらえる友人知人がいる

いずれもない

無回答

未就園児（Ｎ＝183） 通園児（Ｎ＝1,242） 小学生（Ｎ＝1,674）
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②子育てに関する相談について 

 子育てに関する悩みを相談できる人の有無について、未就園児、通園児、小学生ともに

「いる」が 90％以上を占めているものの、「いない」と回答した割合も少数みられ、小

学生では 6.6％となっています。 

 悩みを相談できる人が「いる」と回答した人の相談先について、「祖父母等の親族」「友

人や知人」といった項目が高く、身近な人に相談する傾向がうかがえます。また、未就

園児では「子育て支援センター」、通園児では「保育士」が比較的高くなっています。 

 

■子育てに関する悩みを相談できる人の有無 

 

  

95.1

95.3

92.1

3.8

3.9

6.6

1.1

0.8

1.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

未就園児

（Ｎ＝183）

通園児

（Ｎ＝1,242）

小学生

（Ｎ＝1,674）

いる いない 無回答

（％）
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■【相談先がある人】悩みの相談先（複数回答） 

 

 

 

  

84.2

70.5

5.5

37.7

9.8

2.2

4.4

14.2

3.3

0.0

5.5

1.6

1.6

0.0

79.9

74.2

5.2

8.9

1.7

0.2

1.4

44.2

2.7

0.0

8.9

0.3

1.4

0.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援センター

児童センター

子育て支援コーディネーター

厚生センター・健康センター

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

魚津市の子育て関連担当窓口

その他

無回答

未就園児（Ｎ＝183） 通園児（Ｎ＝1,242）

（％）
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③保護者の就労状況について 

 母親の就労状況について、「フルタイム勤務（産休・育休・介護休業中ではない）」、「パー

ト・アルバイト勤務（産休・育休・介護休業中ではない）」ともに、小学生では未就園

児、通園児と比較して高くなっており、子どもが大きくなるにつれ、母親の就労が進ん

でいる現状がうかがえます。未就園児では、「フルタイム勤務（産休・育休・介護休業

中である）」が、41.5％を占める一方で、「以前は就労していたが現在は就労していない」

が 36.6％を占めています。 

 

■母親の就労状況 

 

 

 

 

 

  

4.9

47.3

50.8

41.5

7.2

1.1

6.6

35.7

38.0

8.7

2.6

1.0

36.6

6.0

7.4

1.1

0.2

0.5

0.5

0.6

1.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

未就園児

（Ｎ＝183）

通園児

（Ｎ＝1,242）

小学生

（Ｎ＝1,653）

フルタイム勤務（産休・育休・介護休業中ではない）

フルタイム勤務（産休・育休・介護休業中である）

パート・アルバイト勤務（産休・育休・介護休業中ではない）

パート・アルバイト勤務（産休・育休・介護休業中である）

以前は就労していたが現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

（％）
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④平日の定期的な保育園・認定こども園・幼稚園等の利用状況について 

 利用している施設やサービスの内容は、「認可保育所」が 56.5％と最も高く、次いで「認

定こども園」が 40.5％となっています。 

 保育園・認定こども園・幼稚園等の利用理由は、「子育てしている方が現在就労してい

る」が 88.7％となっています。 

 

■利用している施設やサービスの内容 

 

 

■保育園・認定こども園・幼稚園等の利用理由 

  

56.5

40.5

2.3

1.9

0.6

0.2

0.2

0.0

0.1

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

認可保育所

認定こども園

幼稚園

その他の認可外保育施設

幼稚園の預かり保育

事業所内保育施設

自治体の保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

通園児（Ｎ＝1,242）

（％）

88.7

64.0

2.8

1.0

0.9

0.3

1.0

1.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

子育てしている方が現在就労している

子どもの教育や発達のため

子育てしている方が就労予定・

求職中である

子育てしている方が病気や障害がある

子育てしている方が家族・親族などを

介護している

子育てしている方が学生である

その他

未回答

通園児（Ｎ＝1,242）
（％）
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 今後、平日に定期利用したいと考える事業は、「認可保育所」が未就園児で 63.4％、通

園児で 58.3％と最も高く、次いで「認定こども園」が未就園児で 56.3％、通園児で 46.7％

となっています。 

 いくつになったら利用したいと思うかという問いに対して、「１歳」が未就園児で

44.8％、通園児で 55.3％となっています。 

 

■今後、平日に定期利用したいと考える事業 

 

 

■平日に定期利用したいと思う年齢 

  

24.0

11.5

63.4

56.3

4.4

4.4

9.3

7.7

2.2

1.1

11.0

6.9

58.3

46.7

5.2

2.7

11.4

6.8

0.6

2.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外保育施設

ファミサポ

その他

無回答

未就園児（Ｎ＝183） 通園児（Ｎ＝1,242）

（％）

0.0

8.7

44.8

16.4

25.7

2.7

1.1

0.5

3.6

13.3

55.3

12.6

10.3

0.8

1.2

2.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

生後６ヶ月未満

生後６ヶ月以上

１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

無回答

未就園児（Ｎ＝183） 通園児（Ｎ＝1,242）
（％）
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⑤地域子育て支援拠点事業の利用状況について 

 地域子育て支援拠点事業の利用状況は、未就園児では「地域子育て支援拠点事業」が

53.6％、通園児では「利用していない」が 92.0％と最も高くなっています。 

 地域子育て支援拠点事業の今後の利用意向は、「新たに利用したり、今後利用日数を増

やしたりしたいとは思わない」が、未就園児で 38.3％、通園児で 73.9％と最も高く、

次いで未就園児では「すでに利用しているが、今後日数を増やしたい」が 33.9％、通園

児では「利用していないが、今後利用したい」が 20.7％となっています。 

 

■地域子育て支援拠点事業の利用状況 

 

 

■地域子育て支援拠点事業の今後の利用意向 

 

 

  

53.6

30.1

40.4

0.0

5.5

2.8

92.0

1.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

地域子育て支援拠点事業

育児サロン・親子教室

利用していない

無回答

未就園児（Ｎ＝183） 通園児（Ｎ＝1,242）
（％）

20.7

24.0

3.1

33.9

73.9

38.3

2.3

3.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

通園児

（Ｎ＝1,242）

未就園児

（Ｎ＝183）

利用していないが、今後利用したい

すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を増やしたりしたいとは思わない

無回答

（％）
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 子育て支援事業の利用意向は、未就園児では「子育て支援センターのびのび」が 74.9％

と最も高く、次いで「保育所や幼稚園の育児サロン」が 73.2％となっています。通園児

では『病児・病後児保育・一時預かり施設「キッズベアー」』が 54.0％と最も高く、次

いで『「キッズベアー」の送迎対応』が 44.0％となっています。 

 

■子育て支援事業の利用意向 

【未就園児（Ｎ＝183）】 

 

  

44.3

33.3

37.7

54.1

44.8

74.9

53.0

73.2

68.3

54.6

65.0

35.0

32.2

30.6

35.5

33.9

63.9

39.3

59.6

53.6

45.9

55.7

51.9

36.1

46.4

15.3

36.6

18.6

23.0

37.7

27.3

56.3

59.6

60.1

55.7

56.8

26.8

51.4

32.8

37.2

9.8

10.9

10.4

9.8

8.7

9.8

10.4

8.2

8.7

7.7

7.7

8.7

8.2

9.3

8.7

9.3

9.3

9.3

7.7

9.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

健康センターの安産マタニティヨガでリラックス

健康センターの妊婦さんの集い

健康サンターのパパとママの育児教室

健康センターの産後ケア事業

健康センターの養育支援訪問

子育て支援センターのびのび

子育て支援センターにこにこ

保育所や幼稚園の育児サロン

児童センターの親子教室

地区の社会福祉協議会や公民館の子育てサロン

保育所の一時預かり

家庭教育に関する学級・講座

教育センターの教育相談窓口

市の家庭児童相談窓口

市の子育て支援コーディネーター

にこにこ相談会

市が発行する情報誌・ホームページ・育ナビうおづ

ファミリー・サポート・センター

病児・病後児保育・一時預かり施設「キッズベアー」

「キッズベアー」の送迎対応

はい いいえ 無回答

（％）
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【通園児（Ｎ＝1,242）】 

  

23.7

19.6

21.2

28.7

24.9

40.0

27.9

35.7

38.4

29.9

42.3

25.0

26.0

23.4

21.8

23.3

41.1

25.9

54.0

44.0

65.8

69.7

67.9

60.1

63.3

48.8

61.2

53.5

51.0

58.9

46.8

64.3

63.4

65.5

67.4

66.0

47.9

62.0

36.2

45.7

10.5

10.7

11.0

11.2

11.8

11.2

11.0

10.8

10.6

11.3

11.0

10.8

10.6

11.0

10.8

10.7

11.0

12.1

9.7

10.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

健康センターの安産マタニティヨガでリラックス

健康センターの妊婦さんの集い

健康サンターのパパとママの育児教室

健康センターの産後ケア事業

健康センターの養育支援訪問

子育て支援センターのびのび

子育て支援センターにこにこ

保育所や幼稚園の育児サロン

児童センターの親子教室

地区の社会福祉協議会や公民館の子育てサロン

保育所の一時預かり

家庭教育に関する学級・講座

教育センターの教育相談窓口

市の家庭児童相談窓口

市の子育て支援コーディネーター

にこにこ相談会

市が発行する情報誌・ホームページ・育ナビうおづ

ファミリー・サポート・センター

病児・病後児保育・一時預かり施設「キッズベアー」

「キッズベアー」の送迎対応

はい いいえ 無回答

（％）
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⑥土曜・休日や長期休暇中の保育園・認定こども園・幼稚園等の利用希望について 

 土曜・日曜の定期的な教育・保育事業の利用希望については、土曜日の「利用意向あり」

（「ほぼ毎週利用したい」「月に１～２回は利用したい」を合わせた割合）が、未就園児

で 36.0％、通園児で 45.6％となっています。日曜日の「利用意向あり」は、未就園児

で 14.7％、通園児で 23.0％となっています。 

 幼稚園利用者を利用している人の中で、長期の休暇期間中の教育・保育事業の利用希望

については、「利用希望あり」（「休みの期間中、ほぼ毎日利用したい」「休みの期間中、

週に数日利用したい」を合わせた割合）は、80.0％となっています。 

 

■土曜日の教育・保育事業の利用希望 

 
 

■日曜日の教育・保育事業の利用希望 

 
  

53.6

63.4

11.4

9.8

34.2

26.2

0.7

0.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

通園児

（Ｎ＝1,242）

未就園児

（Ｎ＝183）

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい

月に１～２回は利用したい 無回答

（％）

76.2

83.6

2.4

1.6

20.6

13.1

0.7

1.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

通園児

（Ｎ＝1,242）

未就園児

（Ｎ＝183）

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい

月に１～２回は利用したい 無回答

（％）
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■夏休み・冬休み等の長期休暇期間中の保育園・認定こども園等の利用希望 

 

 

⑦子どもの病気の際の対応について 

 子どもが病気やケガ等で普段利用している施設やサービスが利用できなかった場合に、

この１年間に行った対処方法についてみると、通園児では「家族や知人に子どもをみて

もらった」が 57.6％と最も高く、次いで「必要がなかった」が 25.8％となっています。 

 

■子どもが病気をした際の対処方法 

 

  

16.7 13.3 66.7 3.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

通園児

（Ｎ＝30）

利用する必要はない 休みの期間中、ほぼ毎日利用したい

休みの期間中、週に数日利用したい 無回答

（％）

57.6

25.8

10.7

0.5

0.5

0.2

0.0

11.3

6.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

家族や知人に子どもをみてもらった

必要がなかった

病児・病後児の保育を利用した

病児・病後児保育の送迎を利用した

仕方なく子どもだけで留守番させた

ベビーシッターを利用した

ファミリーサポートセンターを利用した

その他

無回答

通園児（N＝1,242）
（％）
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⑧保育園・認定こども園・幼稚園等の不定期な利用や、一時預かり等の利用について 

 保護者の用事等により不定期に利用しているサービスについては、「利用していない」

が 94.0％、「利用している」が 6.0％となっています。 

 保護者の用事等で不定期に利用する必要があるサービスの利用希望については、「利用

したい」が 73.2％、「利用する必要はない」が 23.0％となっています。 

 

■保護者の用事等により不定期に利用しているサービス 

 
 

■一時預かりやファミリー・サポート・センター等のサービスの利用希望 

 
 

 

  

6.0 94.0 0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

未就園児

（Ｎ＝183）

利用している 利用していない 無回答

（％）

73.2 23.0 3.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

未就園児

（Ｎ＝183）

利用したい 利用する必要はない 未回答

（％）
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⑨育児休業等職場の両立支援制度について 

 子どもが生まれたときの保護者の育児休業取得状況について、未就園児、通園児ともに

母親では「取得した（取得中である）」が約６割でとなっている一方で、父親では５％

未満と母親と比べて大幅に低くなっています。 

 

■育児休業取得状況 

【未就園児】 

 
 

【通園児】 

 
 

  

0.6

26.3

4.4

61.0

92.2

12.2

2.8

0.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

父親

（Ｎ＝180）

母親

（Ｎ＝213）

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

（％）

1.0

25.4

3.9

58.7

90.2

14.0

4.9

1.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

父親

（Ｎ＝1,203）

母親

（Ｎ＝1,219）

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

（％）
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 育児休業を取得できなかった理由について、未就園児、通園児ともに母親では「子育て

や家事に専念するため退職した」または「自営業だから」が高くなっています。一方、

父親では「配偶者が育児休業を利用した」が約 45％と最も高く、「仕事が忙しかった」

「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」を回答した人の割合も高くなってい

ます。 

 

■取得できなかった理由 

 母親 父親 

未就園児 

（Ｎ＝22） 

通園児 

（Ｎ＝171） 

未就園児 

（Ｎ＝166） 

通園児 

（Ｎ＝1,056） 

第１位 

自営業だから 

（45.5％） 

子育てや家事に

専念するため退

職した （33.3％） 

配偶者が育児休

業を利用した 

（47.0％） 

配偶者が育児休

業を利用した 

（45.4％） 

第２位 

子育てや家事に

専念するため退

職した （22.7％） 

自営業だから 

（24.6％） 

仕事が忙しかっ

た    （38.6％） 

仕事が忙しかっ

た     （38.3％） 

第３位 

職場に育児休業

の制度がなかっ

た    （22.7％） 

職場に育児休業

の制度がなかっ

た    （10.5％） 

職場に育児休業

を取りにくい雰

囲気があった 

（30.1％） 

職場に育児休業

を取りにくい雰

囲気があった 

（33.1％） 
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⑩保育園、認定こども園・幼稚園等に対する考え方について 

 公立保育園の民営化について、「賛成する」（「賛成する」「どちらかといえば賛成する」

を合わせた割合）が未就園児は 28.4％、通園児は 43.1％、「反対する」（「反対する」「ど

ちらかといえば反対する」を合わせた割合）が未就園児は 14.2％、通園児は 20.9％と

なっています。 

 公立保育園の民営化に反対する人の中で、民営化あたっての条件は、未就園児・就園児

の保護者ともに、「保育士の数を増員し、できるだけ家庭的なきめ細かい保育を行う」

が最も高くなっています。 

 園児数の減少に伴う公立保育園の閉園について、「賛成する」（「賛成する」「どちらかと

いえば賛成する」を合わせた割合）が未就園児で 44.3％、通園児で 43.2％となってお

り、「反対する」（「反対する」「どちらかといえば反対する」を合わせた割合）が未就園

児で 30.6％、通園児で 21.2％となっています。 

 

■公立保育園の民営化について 

 
 

 

 

 

 

 

  

20.9

12.6

22.2

15.8

34.7

57.4

15.4

11.5

5.5

2.7

1.3

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

通園児

（Ｎ＝1,242）

未就園児

（Ｎ＝183）

賛成する どちらかといえば賛成する わからない

どちらかといえば反対する 反対する 無回答

（％）
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■公立保育園の民営化にあたっての条件 

 

 

■公立保育園の閉園について 

 

 

 

  

46.2

65.4

23.1

61.5

3.8

30.8

38.5

7.7

19.2

15.4

7.7

0.0

45.6

53.6

8.8

52.0

5.6

21.6

35.2

1.6

15.2

14.4

12.8

8.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

延長保育、低年齢児保育、一時預かりなどの

サービスを充実する

保育士の数を増員し、できるだけ家庭的な

きめ細かい保育を行う

障がいのある子や配慮が必要な子への

対応を強化する

保育士研修の充実や経験豊富な保育士の配置など、

保育士の質の確保・向上を図る

特色ある保育が行えるようにする

特色ある保育より一般的、基礎的な保育を重視する

情報公開や外部第三者チェックがあり、保護者の

意見が取り入れられる開かれた保育所にする

子育て支援センターの併設や育児サロンの充実など、

子育て相談機能等を拡充する

老朽化した施設を改築し、スペースの確保や設備を

充実する

地域の方との交流や地域活動に重点を置く、地域に

開かれた保育所にする

その他

無回答

未就園児（Ｎ＝26） 通園児（Ｎ＝129）
（％）

20.9

21.3

22.3

23.0

34.3

25.1

15.6

19.1

5.6

11.5

1.3

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

通園児

（Ｎ＝1,242）

未就園児

（Ｎ＝183）

賛成する どちらかといえば賛成する わからない

どちらかといえば反対する 反対する 無回答

（％）
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⑪子育て全般について 

 子どもを健やかに育むため、地域で必要だと思う取り組みについてみると、未就園児、

通園児、小学生の全てで「地域内での子どもの安全を確保するための活動をする」が最

も高く、次いで「文化やスポーツ等、子どもの個性を伸ばす教育を強化する」の順となっ

ています。 

 

■子どもを健やかに育むため、地域で必要だと思う取り組み 

 未就園児 

（Ｎ＝183） 

通園児 

（Ｎ＝1,242） 

小学生 

（Ｎ＝1,674） 

第１位 

地域内での子どもの安

全を確保するための活

動をする  （80.3％） 

地域内での子どもの安

全を確保するための活

動をする  （71.3％） 

地域内での子どもの安

全を確保するための活

動をする  （68.8％） 

第２位 

文化やスポーツなど、子

どもの個性を伸ばす教

育を強化する（46.4％） 

文化やスポーツなど、子

どもの個性を伸ばす教

育を強化する（45.7％） 

文化やスポーツなど、子

どもの個性を伸ばす教

育を強化する （45.0％） 

第３位 

地域の歴史や文化、自然

を体験したり、学ぶ機会

を増やしたりする 

（43.2％） 

地域の歴史や文化、自然

を体験したり、学ぶ機会

を増やしたりする 

（39.7％） 

地域の歴史や文化、自然

を体験したり、学ぶ機会

を増やしたりする 

（37.9％） 

第４位 

異なる考えを持つ人た

ちや多様な年齢の人と

の交流      （35.0％） 

異なる考えを持つ人た

ちや多様な年齢の人と

の交流      （26.2％） 

異なる考えを持つ人た

ちや多様な年齢の人と

の交流      （27.8％） 

第５位 

地域の人たちにも必要

に応じて、子どもに礼儀

やしつけをしっかり教

える       （29.5％） 

地域の人たちにも必要

に応じて、子どもに礼儀

やしつけをしっかり教

える        （25.3％） 

子どもの学力を伸ばす

ための活動を強化する 

（20.5％） 
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⑫放課後児童クラブ（学童保育）の利用状況について 

 現在の放課後児童クラブの利用状況について、「利用している」が 17.4％、「利用してい

ない」が 81.9％となっています。 

 放課後児童クラブに対する要望については、「利用できる学年を拡大してほしい」が

37.3％と最も高く、次いで「利用料金が高いので安くしてほしい」が 24.7％となってい

ます。 

 

■放課後児童クラブの利用状況 

 

 

■放課後児童クラブに対する要望 

 

  

17.4 81.9 0.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

小学生

（N=1,674）

利用している 利用していない 無回答
（％）

37.3

24.7

21.2

20.2

19.5

16.1

11.6

11.0

6.5

4.5

1.0

9.9

4.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

利用できる学年を拡大してほしい

利用料金が高いので安くしてほしい

学校敷地内で実施してほしい

現状のままでよい

利用時間を延長してほしい

日曜日・祝日も開いてほしい

施設設備を改善してほしい

指導員の質の向上を図ってほしい

指導内容を工夫してほしい

指導員の人数を増やしてほしい

障がい児も受け入れてほしい

その他

無回答

小学生（N=292）
（％）



32 

 

 

⑬遊べる場や遊べる施設について 

 自由意見の中には、子育て中の親子が集える場や遊べる場、天候に関係なく遊べる施設

の確保に関するニーズが多くありました。 

 

■遊べる場に関する主な意見 

 近所の小さい子どもがいる親同士の交流等があったら良い。 

 休日に利用できる室内場があれば良い。 

 雨や雪でも思いっきり遊べる公園が少ない。 

 近くに子どもが思いっきり遊べる公園が少ない。 

 公園の遊具を増やして欲しい。 
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３ ヒアリング調査結果の概要 

（１）ヒアリング調査の概要 

 本調査は、福祉関係、支援団体、施設利用者等を対象に、業務運営や子育て支援サービス

等において現状抱えている課題を把握することを目的に実施しました。 

 

■調査概要 

項  目 内  容 

調査対象者 【福祉関係】 

市内公立保育園・幼稚園･私立保育園・認定こども園（17 園）、母子保

健推進員（17 名） 

【支援団体等】 

ファミリー・サポート・センター（４施設）、障がい児団体（４団体）、

放課後指導支援員（60 名） 

【施設利用者】 

児童センター・子育て支援センター利用者（35 名） 

調査期間 令和元年 9 月 9 日（月）～9 月 25 日（水） 

調査方法 郵送及び現地でのヒアリング 

 

 

（２）ヒアリング調査結果 

①市内公立保育園・幼稚園･私立保育園・認定こども園 

【適正な保育環境の基準】 

＜主な意見＞ 

・３歳児は、個々の発達に丁寧に関わってあげたい。4・5 歳児は、友達との関わりの中

で育つことが多いのである程度児童数が必要。 

・小規模の良さもあると思うが、小学校に行った際、圧倒されるイメージがある。同じ年

齢の横の関わりを広めることも必要ではないか。 

・3 歳児クラス 15～20 人、4・5 歳児クラス 20～25 人が集団生活でのルール、コミュニ

ケーションを身につけるのに適切な人数。小学校入学が近づくにつれて、人数を増やし

ていくのがよい。 

・少なすぎても、集団としての高まりが薄くなると思う。 

 保育には丁寧に関わってあげたいという気持ちから小規模保育が良いという思いもある

が、友達との関わりを持ち、ルールやコミュニケーションを身につけるためには、ある程度

の人数が必要という意見も聞かれます。 
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【現在の運営における課題】 

＜主な意見＞ 

・ 7 時から 19 時まで利用する子どもの低年齢児化が進んでおり、職員の配置に苦慮し

ている。 

・ 在籍人数は少ないものの、利用時間の長いお子さんの低年齢児化で、保育士の勤務体

制と保育準備や打ち合わせをする時間の確保が難しい。 

 園児の低年齢児化及び長時間利用が増えており、職員の勤務体制等に苦慮していること

がうかがえます。 

 

 【関係機関・団体との連携の必要性】 

＜主な意見＞ 

・ 園児への細かい配慮や丁寧な関わり、それを取り巻く保護者への対応を実施していく

ためには、個々を把握し、健康センターやつくし学園、高志通園施設、教育委員会等

との連携が必要である。 

・ 小学校教育との連携を図りたい。小学校側の理解を得て、園児と児童の交流だけでな

く、教職員同士の交流や研修を行っていきたい。 

・ 保育園の合併を進めていくなら、保護者や地域住民の理解を得ながら、こども課や小

学校の放課後児童クラブ等と連携していかなければならないと思う。 

 園児を教育・保育して行く上で、通園期間だけではなく、就学後のことも見据え、教育委

員会や小学校、放課後児童クラブ等との連携を望む声が多くあります。 

 

【児童虐待防止対策充実のための取り組み】 

＜主な意見＞ 

・ 保育園等保護者との関係が密なところからの情報提供の徹底が必要。状況を把握し

ても、どう対処するのかという決定不足から、いろいろな事件が起きていると考えら

れる。未然に防ぐためには、重度になる前の対応が必要。 

・ 学校や保育現場での早期発見、観察、継続的な調査は必要。虐待の疑いがある等の連

絡を受けたら、担当課は早急に現場への調査、確認を行い、対応すべき。 

 児童虐待については、対応の遅さが深刻な事態へとつながっているケースがあります。疑

いが持たれたら早期に対処できる体制づくりを行うとともに、状況把握後に関係者がとる

行動の共通認識を持つことが求められています。 
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【ひとり親への強化すべき支援】 

＜主な意見＞ 

・ ひとり親家庭には病児保育事業やファミリー・サポート・センター事業等が必要だと

思うので、周知するように情報提供を行っていく。 

・ 金銭面での支援は必要だと思うが、それに加えて、子どもの成長に伴って出てくる精

神的な不安を受け止めてあげることが必要。 

 金銭面での支援はもちろんのこと、日常生活を送る上で必要な支援や相談できる体制の

充実を整備するとともに、その情報提供が求められています。 

 

【障がい児を持つ保護者の支援】 

＜主な意見＞ 

・ 障がいを受入れられない、認められない保護者がほとんどである。保育士や保健師、

療育専門分野の職員を確保しサポートを図り、時間をかけた相談や個別対応がしっ

かり行えるような体制をつくる。 

・ 教職員には、もっと専門的な支援の仕方を学んでもらう必要性を感じている。もっと

研修会に参加したり、専門知識を有する人に園に出向いてもらって事例研修をして

もらう機会を求める。 

 子どもの障がいを受入れられない保護者が多く、心のサポートが必要となっています。保

護者の悩みに寄り添える体制を整備するとともに、職員が専門知識を修得する研修機会を

増やすことも求められています。 

 

②母子保健推進員 

【業務における課題】 

＜主な意見＞ 

・ 少子化のため、２～３ヶ月に１件くらいの訪問しかなく、ずっと初心者のような状

況。研修会で得た知識を果たして活かせているのかは不安。 

・ 妊娠後、流産や死産等の場合の連絡が入らないため、赤ちゃん訪問の連絡をとった際

に、辛い思いをさせてしまう。事前に情報共有するシステムは必須である。 

 少子化のため、母子保健推進員が業務に携わる時間が少なく、仕事の質の向上につながり

にくいことに悩みを感じていることがうかがえます。また、関係機関との情報共有ができて

いないことから情報共有システムや体制づくりを求める声もあります。 
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【魚津市が「子どもを産み、育てやすいまち」となるために必要なこと】 

＜主な意見＞ 

・ 土・日・祝日、雨の日でも小さい子ども達が遊べる施設の充実。 

・ 既存の公園の数を減らしてでもきちんと整備し、遊べる環境にする必要がある。 

・ 出産の助成、医療費の無料化、3 歳からの保育料の無料化等を若い夫婦に周知する機

会をたくさん設ける。 

 子どもが遊べる環境の整備を求める声が多くありました。また、魚津市の子育て支援策に

ついてもっと周知することで、子どもをたくさん産み育てたくなることにつながるという

意見もありました。 

 

③ファミリー・サポート・センター 

 【魚津市民の子育て家庭が困っていること】 

＜主な意見＞ 

・ 誰に相談すれば良いのか、具体的にどこへ行けば対応してもらえるのかわかりにく

い。 

・ 遊べる公園がない。公園に遊具があるが、ほとんど遊んでいる人はいない。もっと有

効に利用する方法を考えることが必要。 

・ 子どもを楽しませる場所が少ないと思う。公民館や児童センター等で行う行事にた

くさん参加してもらって、心地よい居場所ができたら良いと感じる。 

 子育てに関する相談場所の周知や親子で楽しく過ごせる場の整備が求められています。 

 

【子育て家庭が行政に求めているサービス】 

＜主な意見＞ 

・ 土・日・祝日も子どもを預けられる施設。 

・ お父さんも子どもと関われる仕掛けづくり。 

 土・日・祝日も仕事をしている保護者にとっては、その際に預かってもらえる施設の整備

を望んでいます。また、父親にももっと子育てに参加してもらえるような仕掛けづくりが求

められています。 
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 ④障がい児団体 

【障がい児施策について】 

＜主な意見＞ 

・ 預かりサービスの提供時間（9 時～17 時）を柔軟に対応する必要がある。何か所も

併用するのではなく、１か所の事業所で１週間通して利用したい。 

・ 障がい児の場合、緊急的に子どもを見てもらいたいときに頼めるところがない。 

・ 放課後、特に障がいを持つ子どもの居場所がない。小学校は通常級で通っていても、

その地域の学童には入れない。入ったとしてもトラブルがあって行きづらくなるこ

とが多い。 

・ 情報を得ることや医療機関に行くことの難しさがある。 

 障がい児を預ける際に何か所も併用しなければならないことや緊急の場合に見てもらえ

るところがない等、子どもの預け先に苦慮していることがうかがえます。また、さまざまな

情報を収集したいと思っているが、必要な情報がなかなか入手できない状況が見受けられ

ます。 

 

 ⑤放課後児童クラブ支援員 

 【業務上困っていることや課題】 

＜主な意見＞ 

・ お盆中など、放課後児童クラブ利用者が少ない日であっても、1 クラブにつき支援員

の配置が 2 名必要なため、開設日を工夫して人件費を削減できたらいいと思う。 

・ 放課後児童クラブとしての役割は大きいとは思うが、支援員の構成（人数や資格等）

に無理なことが多々ある。出来れば地区ごとの学童保育が理想だと思う。 

 放課後児童クラブの運営のあり方や支援員の人員構成について見直しを求める声が見受

けられます。 

 

 【連携の充実が必要な機関・団体】 

＜主な意見＞ 

・ 小学校はもちろん、入学前に出身保育園、こども園の担任からの情報交換の場があれ

ば、事前に子どもの状況がわかって受入れやすい。入学式前の 4 月 1 日から学童保

育を受入れるので、親も支援員も不安である。 

・ 小学校との連携が必要。学校の担任と児童についての情報交換ができれば良い。 

・ 小学校や地域の公民館、民生委員等との連携が大切。 

 子どもを預かる上で、特に新 1 年生は保育園等からの情報提供を望む声があります。ま

た、小学校から日々の情報提供を求める声もあります。民生委員等地域との連携が重要とい

う声も多く、地域ぐるみによる子育てを望んでいることがうかがえます。 
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⑥児童センター・子育て支援センター利用者 

 【施設の改善点】 

＜主な意見＞ 

・ 日、祝日も開いて欲しい。 

・ 放課後児童クラブとして利用されており、小学生が勉強していると利用しづらい。 

 休日の開館を希望する人が見受けられます。また、放課後児童クラブと併用されているこ

とにより、利用しづらいという声もあります。 
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４ 現状・課題をまとめた今後の方向性 

 

少子化に対応した施設の適正配置と保護者のニーズの多様化を踏まえたサービ

スの充実 

 少子化により子どもの数が減少する一方で、女性の労働力率の高さ等を背景に、０～２歳

児の園児数の増加及び保育ニーズが多様化しています。今後の児童数の動向を見据え、適正

規模の保育施設等を配置し量を確保するとともに、多様なニーズに対応した支援サービス

を充実させていく必要性があります。 

 また、支援サービスの充実と併せて、保育の質の維持も求められています。保育士等の職

員の配置や処遇改善等にも留意するとともに、研修等によって教育・保育の質を向上させて

いく必要性があります。 

 

地域社会全体で子どもを守り育てる環境づくりとネットワークの構築 

 本市では、国と比較して子どものいる世帯の親との同居の割合が高く、アンケート結果で

も、子どもを祖父母に見てもらえる割合が約５割を超えています。一方で、祖父母等身近な

人に子どもを見てもらえない人や、子育てに関する相談先がない人も少数見受けられます。

地域の全ての家庭が、安心して子どもを育てられるよう、気軽に相談できる場を設けるなど、

地域全体で子ども・子育てを支える環境を整備するとともに、関係機関・団体と連携した子

育て支援体制とネットワークを構築し、その利用に向けた周知を図り、運用していくことが

必要です。 

また、アンケート調査の結果から、地域内における子どもの安全面の確保の観点から、防

犯カメラの設置や通学路等の安全対策の整備など、インフラ整備の重要性についても検討

を進める必要があります。 

 

母子の健康を支え、健やかな成長を育むための環境の整備 

 安心して子どもを産み育て、子どもが健やかに成長できるように、妊娠・出産期から小児

期にわたって切れ目のない支援を行うことが重要です。そのためにも、関係機関・団体等 

との連携の強化と情報共有が求められています。 

 また、親子が身近な場所で安心してのびのびと遊べる場や施設が求められています。本市

には、児童センター４館、ありそドームキッズエリア、埋没林博物館木っずルームなど、親

子で楽しく遊べる施設が整備してあるほか、他市には無い水族博物館、遊園地があることか

ら、子育て世帯を中心に既存施設の利用促進を図るとともに、公園の遊具の充実が求められ

ていることに対して、子どもの遊び場機能のある既存公園の計画的整備が必要です。 

 さらに、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化により、家族内や地域の教育力の低下

が指摘されています。子どもたちが健やかに成長できる育成環境の整備が求められていま
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すが、少子化によってスポーツ少年団等の団体が減少していることから、今後、育成環境の

あり方の検討も必要です。 

 

子育てと仕事の両立を支援する環境の整備とサービスの充実 

 本市の女性の労働力率は、国や県と比較して高くなっています。出産後、育児休業を取得

し、復職している女性が多いことから、子育てと仕事の両立の支援を強化することが必要で

す。特に、働く女性のニーズに沿った子育てサービスの充実を図るとともに、男性の家事・

育児参加の促進や柔軟な働き方への対応等、企業への理解を求める取り組みも併せて必要

です。 

 また、共働き家庭の児童の増加に対応し、放課後も安全・安心に過ごしながら多様な活動

ができるよう、不足している上学年の放課後児童クラブと放課後子ども教室の整備が必要

です。 

 

子どもが成長する権利を保障するための支援の充実 

 近年、児童虐待やいじめ、子どもの貧困率の増加等、子どもの人権を取り巻く課題が深刻

化しています。 

 関係機関等との連携を強化し、地域全体で支える体制を整備することで、早期発見・早期

対応につなげることが必要です。 

また、本市において、貧困の状況にある家庭は減少傾向にあるものの、一定数の貧困家庭

が存在することから、経済的な支援や保護者の自立に向けたスキルアップ支援等の支援制

度を充実させることが求められています。 
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第３章 計画の基本理念と施策の体系 

 

 

１ 計画の基本理念 

 国では、「子育ての第一義的な責任は保護者にある」という考えのもと、子育てを社会全

体で支えていくための環境整備を進めています。しかしながら、核家族化の進展、共働き家

庭の増加、働き方の多様化、地域のつながりの希薄化など、子どもや子育てを取り巻く環境

は大きく変化し続けています。 

 本市においても、少子化がさらに進展しており、また、子どもや子育て環境が変化してい

る中、子どもの健やかな育ちを支えるとともに、結婚や子どもを産み育てる願いを持つ全て

の人たちの希望が叶えられる社会を実現していくためには、「保護者のニーズに対応した子

育て支援の充実による“少子化対策”」という視点、「子どもにとっての幸せを念頭に置いた

“子育て環境の整備”」という視点の２つの視点から子どもや子育て支援を充実していくこと

が大切です。 

 第１期計画では、「ともに育み ともに育つ 元気な“うおづっ子”」のスローガンのもと、

家庭・地域・企業・行政が一体となって子育ての総合的な取り組みを推進してきました。 

 第１期計画の流れを継承し、社会全体で子育て環境をより一層充実していくことを目的

に、本計画の理念を掲げます。 

 

 

２ 計画の性格と施策体系 

 本計画は、教育・保育事業や、地域子ども・子育て支援事業の計画的な整備・提供を図る

ためのサービスの需給計画（「第４章 教育・保育事業等の見込み量と確保の内容」に記載）

と、子どものよりよい育ちを支えるための施策全般に関する計画（「第７章 子ども・子育

て施策の推進」に記載）という２つの側面から構成されています。 

 また、本市では、少子化にともない保育園や幼稚園の統廃合や民間委託を進めており、そ

の適正配置の方向性を「第５章 児童福祉施設等の今後のあり方」に掲載しています。 

 子どもの貧困対策の方針については、平成 30 年３月に策定した「魚津市子どもの未来応

援計画」を引継ぎ、「第６章 子どもの貧困対策の充実」に掲載しています。 

「第７章 子ども・子育て施策の推進」の部分については、本計画の前期計画である第 1

期計画における取り組みを引き継ぐとともに、子どもを取り巻く環境の変化や政策動向、本

市の実情等を踏まえ、新たな取り組みを追加しています。 

なお、母子保健分野（基本方針３等）を「魚津市母子保健計画」と位置づけます。 
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第４章 教育・保育事業等の見込み量と確保の内容 

 

 

１ 子ども・子育て支援制度について 

（１）保育の必要性の認定 

 子ども・子育て支援制度では、保護者の申請を受けた市町村が、国の作成する客観的基準

に基づき、保育の必要性を認定した上で給付を支給する仕組みとなっています。 

 

■認定区分と提供施設 

 

 

 

２ 近年の政策動向について 

（１）子ども・子育て支援法の一部改正法（平成 28 年４月１日施行） 

①企業主導型保育事業 

 「待機児童解消加速化プラン」から上乗せされた 10 万人分の待機児童の受け皿の内、半

分の５万人分を企業主導型保育の設置によって対応することが求められています。そのた

め、従来の事業所保育では必要であった市区町村の認可や定員の３割を地域枠として設け

る等の規定がなくなり、設置におけるハードルは下がっています。 

 

②広域調整の促進による待機児童の解消 

 保育の広域利用を可能とし、都道府県に対して広域での待機児童の解消に努めることが

求められています。市町村間で利用者を広域調整するため、都道府県が協議会を設置するこ

とができると規定されています。協議会では関係する市町村や保育事業者が参加し、都道府

県がまとめ役となって、一部の市町村が不利にならないように配慮しながら広域での待機

児童解消を目指すとされています。  

幼稚園 保育園
認定

こども園
地域型
保育

１号 ３歳以上 無 ○ ○

３歳以上
（教育ニーズ有）

有 ○※ ○ ○

３歳以上
（教育ニーズ無）

有 ○ ○

３号 ３歳未満 有 ○ ○ ○

認定区分 年齢

利用可能施設

２号

※１号として認定

保育の
必要性
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（２）児童福祉法改正（平成 28 年 6 月 3 日公布）による社会的養育に関する抜本的な改正 

全ての児童が健全に育成されるよう、児童虐待について発生予防から自立支援まで一連

の対策の更なる強化等を図るため、児童福祉法の理念を明確化するとともに、母子健康包括

支援センターの全国展開、市町村及び児童相談所の体制の強化、里親委託の推進等の所要の

措置を講ずるとされています。 

 

 

（３）子育て安心プラン（平成 29年 6月 22 日公表） 

 待機児童解消に向けた保育の受け皿の拡大を図るために、「待機児童解消加速化プラン」

の次期計画として「子育て安心プラン」が平成 29 年６月に策定されました。このプランで

は、M 字カーブ※を解消するため、平成 30 年度から令和４年度末までの５年間で女性就業

率 80％に対応できる約 32 万人分の保育の受け皿を整備することとされています。 

※M 字カーブとは、就業率のグラフの形状が M 字型となる現象のことで、女性が出産等で一時的に仕

事を離れ、子どもの成長後に再就職をする人が多いことが主な理由です。 

 

 

（４）新・放課後子ども総合プラン（平成 30 年 9月 14 日公表） 

 放課後児童クラブについて待機児童解消を目指し、令和２年度末までに約 25 万人分を整

備し、その後も女性就業率の上昇を踏まえ、令和４年度末までに合計約 30 万人分の受け皿

を整備することとされています。 

また、全ての小学校区で放課後児童クラブと放課後子ども教室を一体的にまた連携して

実施し、うち小学校内で一体型として１万か所以上で実施することを目指しています。両事

業を新たに整備する場合は、学校施設を徹底的に活用することとし、新規開設する放課後児

童クラブの約 80％を小学校内で実施することとしています。 

 

 

（５）幼児教育・保育の無償化（令和元年 10 月 1日施行） 

幼児教育・保育の無償化については、「働き方改革実行計画」、「経済財政運営と改革の基

本方針について 2017（骨太の方針 2017）」において「財源を確保しながら段階的無償化を

進める」とされ、その後「新しい経済政策パッケージ」にて、具体的内容が示されました。 

「幼児教育・保育を無償化するための改正子ども・子育て支援法」が令和元年５月 10 日

に成立したことにより、令和元年 10 月から、３歳から５歳までの全ての子ども及び、０歳

から２歳までの住民税非課税世帯の子どもに対して、保育園・認定こども園・幼稚園の費用

の無償化が全面実施されました。  



44 

 

 

３ 教育・保育提供区域の設定 

 「子ども・子育て支援法」では、本計画において「教育・保育事業」、「地域子ども・子育

て支援事業」を提供する区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定め、当該区域ご

とに「見込み量」、「確保の内容」、「実施時期」を定めることとされています。 

 区域の設定にあたっては、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・

保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に

勘案するとともに、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に移動することが

可能な区域を定めることとなっています。その際、教育・保育提供区域は地域型保育事業の

認可の際に行われる需供調整の判断基準となることを踏まえて設定する必要があります。 

 本市においては、効率的な資源の活用を可能とし、市内のニーズに柔軟に対応できるよう、

教育・保育提供区域を第１期計画に引き続き次のとおり定めます。 

 

■教育・保育提供区域 

  

提供区域 考え方

１号認定（３～５歳：教育） 市内全域

２号認定（３～５歳：保育） 市内全域

３号認定（０～２歳：保育） 市内全域

延長保育事業 市内全域
教育・保育施設での利用が想定されるた
め、教育・保育事業と合わせ、市内全域と
します。

地域子育て支援拠点事業 市内全域
利用実態や供給体制の状況を踏まえ、市内
全域とします。

放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）

市内５区域
利用実態や供給体制の状況を踏まえ、小学
校区を基準とし、５区域を設定します。

子育て短期支援事業 －
市内では事業実施の予定がなく、他事業で
の確保を想定しているため、区域の設定は
しません。

一時預かり事業※ 市内全域
教育・保育施設での利用が想定されるた
め、教育・保育事業と合わせ、市内全域と
します。

病児保育事業 市内全域

ファミリー・サポート・センター事業
（子育て援助活動支援事業）

市内全域

乳児家庭全戸訪問事業 市内全域

養育支援訪問事業 市内全域

利用者支援事業 市内全域

事業区分

教
育
・
保
育
事
業

利用実態や供給体制の状況を踏まえ、市内
全域とします。

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業

利用実態や供給体制の状況を踏まえ、市内
全域とします。

※「一時預かり事業」は、幼稚園における在園児を対象とした預かり保育（延長保育）と保育園におけ
る一時預かりを指します。
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４ 教育・保育事業の見込み量と確保の内容 

（１）保育事業 

 保護者の就労や病気等により、家庭で子どもをみることができない場合に保護者の代わ

りに保育します。 

 

① 見込み量と確保の内容 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

・ 令和２年度から西布施保育園が閉園します。住吉保育園と上口保育園が統合し、認定こ

ども園に、また魚津保育園と魚津第二保育園も認定こども園に移行します。 

・ 令和２年度から令和６年度にかけては、児童人口の減少とともに見込み量も減少傾向

にあります。 

・ ３号認定０歳では確保の内容が不足となっていますが、２号認定、３号認定１・２歳で

は確保の内容が過剰となっており、総合的にみると過剰となっています。そのため、今

後の人口減少を加味し、施設の統廃合を検討していく必要があります。 

・ 地域型保育事業（小規模保育事業等）については、引き続き保護者のニーズを把握し

ながら、必要性について検討します。  

単位（人）

２号 ２号 ２号

３～５歳 ０歳 １・２歳 ３～５歳 ０歳 １・２歳 ３～５歳 ０歳 １・２歳

676 139 418 662 136 409 631 134 400

保育園 246 23 121 246 23 121 246 23 121

認定こども園 506 59 325 506 59 325 506 59 325

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

76 ▲ 57 28 90 ▲ 54 37 121 ▲ 52 46

２号 ２号

３～５歳 ０歳 １・２歳 ３～５歳 ０歳 １・２歳

623 131 393 610 130 387

保育園 246 23 121 246 23 121

認定こども園 506 59 325 506 59 325

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

129 ▲ 49 53 142 ▲ 48 59

133 153②－①　合計

②－①　合計

①見込み量
（必要利用定員総数）

②確保の
内容

②－①

令和４年度

３号

令和５年度

３号

令和６年度

３号

47 73 115

①見込み量
（必要利用定員総数）

②－①

３号

令和２年度 令和３年度

３号

②確保の
内容
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（２）教育事業 

 義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、幼児の健やかな成長のために適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長します。 

 

①見込み量と確保の内容 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

・ 教育事業の定員数については、平成 31 年度（令和元年度）現在 123 名の提供体制があ

りますが、令和２年度からは認定こども園の増設により164名の提供体制となります。 

・ 令和２年度から令和６年度にかけては、児童人口の減少とともに見込み量も減少傾向

にあります。 

・ 見込み量に対して確保の内容が過剰となっているため、今後の人口減少も加味し、市内

認定こども園における提供体制の調整を検討していく必要があります。 

 

③教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保の内容 

・ 家庭や地域における子育て環境を踏まえ、人との関わりやさまざまな体験ができる保

育の実践に努め、子育てを支援します。 

・ 保育園、幼稚園間の人事異動、交流の推進を図り、教育・保育の一体的な提供の推進を

図ります。 

・ 幼児期の教育と小学校以降の教育との円滑な移行を図るため、保育園・認定こども

園・幼稚園・小学校間の連携を強化します。  

単位（人）

１号 ２号 １号 ２号 １号 ２号

３～５歳 ３～５歳 ３～５歳 ３～５歳 ３～５歳 ３～５歳

59 4 63 58 4 62 55 3 58

幼稚園 60 60 60

認定こども園 104 104 104

101 102 106

１号 ２号 １号 ２号

３～５歳 ３～５歳 ３～５歳 ３～５歳

54 3 57 53 3 56

幼稚園 60 60

認定こども園 104 104

107 108

令和４年度

合計

①見込み量
（必要利用定員総数）

②確保の
内容

②－①

合計 合計

合計 合計

①見込み量
（必要利用定員総数）

②確保の
内容

②－①

令和５年度 令和６年度

令和２年度 令和３年度
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５ 地域子ども・子育て支援事業の見込み量と確保の内容 

（１）延長保育事業 

 認定を受けた保育時間を超えるニーズに対応し、保育を実施します。 

 

①見込み量と確保の内容 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

・ 本市では、10 園（公立２園、私立８園）で実施しています。確保の内容は、平成 26 年

度から平成 30 年度の５年間の受入れ実績で最も多い件数を参考に設定しています。 

・ ニーズは、現行体制で充分に確保されています。需要があれば時間の拡大等について保

育園・認定こども園と調整を図っていきます。 

 

 

（２）地域子育て支援拠点事業 

 親子が一緒に遊ぶ場を提供するとともに、子育て支援コーディネーターによる相談支援

や情報提供を実施します。 

 

①見込み量と確保の内容 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

・ 本市では、市子育て支援センター（のびのび）、かづみ認定こども園子育て支援センター

（にこにこ）で実施しています。確保の内容は過去５年間で最も延べ利用者数の多かっ

た平成 27 年度を参考に設定しています。 

・ ニーズ（０～２歳の利用者数）は、現在の提供体制で充分に確保されています。事業の

周知・広報を積極的に行い、利用者の確保に努めます。 

単位（件）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①見込み量 6,262 6,140 5,930 5,838 5,737

②確保の内容 8,800 8,800 8,800 8,800 8,800

②－① 2,538 2,660 2,870 2,962 3,063

単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①見込み量 6,471 6,345 6,228 6,111 6,021

②確保の内容 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

②－① 1,529 1,655 1,772 1,889 1,979
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（３）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない場合等に、指導員のもと、小学生の授業終了後や

休業日の生活の場を提供します。 

 

 

①見込み量と確保の内容 

・ 確保の内容は、面積基準 1.65 ㎡/人により設定しています。 

・ 見込み量は、昨年度実施したニーズ調査の親の意向と子の実情に差があることから、実

績に即したものとしています。 

・ 下学年（１年生から３年生まで）の見込み量は、各学年の児童数と放課後児童クラブ利

用実績から利用率を算出し、推計各学年児童数と乗じたものを設定しています。 

・ 上学年（４年生から６年生まで）の見込み量は、下学年において１学年上がる際の利用

者数の変動率の平均値を基に算出しています。 

 

〈清流小学校区〉 

 

 

  

単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

122 116 114 113 112

１年生 30 30 29 28 27

２年生 26 25 24 24 23

３年生 13 15 15 14 14

４年生 15 14 17 16 16

５年生 19 15 14 17 16

６年生 19 17 15 14 16

118 118 118 118 118

▲ 4 2 4 5 6

①量の見込み

②確保の内容

②－①
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〈よつば小学校区〉 

 

 

〈星の杜小学校区〉 

 

 

  

単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

156 149 141 141 135

１年生 42 41 34 39 33

２年生 43 35 34 28 33

３年生 24 31 25 24 20

４年生 15 19 24 19 19

５年生 14 12 15 19 15

６年生 18 11 9 12 15

159 159 159 159 159

3 10 18 18 24

②確保の内容

②－①

①量の見込み

単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 76 73 71 64 55

１年生 20 20 18 16 9

２年生 26 18 18 16 15

３年生 9 16 11 11 10

４年生 12 7 12 8 8

５年生 4 9 5 9 6

６年生 5 3 7 4 7

②確保の内容 72 72 72 72 72

②－① ▲ 4 ▲ 1 1 8 17
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〈道下小学校、経田小学校区〉 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

〈清流小学校区〉 

・ 片貝小学校、吉島小学校、西布施小学校が平成 28 年度に旧吉島小学校校舎に統合しま

した。 

・ 現在、ひばり第 1 児童クラブ、ひばり第 2 児童クラブ、西布施放課後児童クラブで実

施しています。西布施放課後児童クラブは利用者が少なく、ひばり第 1・第 2 児童クラ

ブは利用者数が多くニーズに対して不足が生じており、提供体制の確保については居

住地によって偏りがあります。 

 

〈よつば小学校区〉 

・ 大町小学校、村木小学校、上野方小学校、本江小学校が平成 30 年度に旧本江小学校敷

地での新築校舎に統合しました。 

・ 現在、つばめ第１児童クラブ、つばめ第２児童クラブ、村木児童クラブ、上野方放課後

児童クラブで実施しており、上学年の見込み量を含めたニーズは現在の提供体制で充

分に確保されています。 

 

  

単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 159 162 151 150 142

１年生 41 46 30 39 36

２年生 28 34 38 25 32

３年生 36 22 27 30 20

４年生 24 29 18 22 24

５年生 15 19 23 15 18

６年生 15 12 15 19 12

②確保の内容 122 122 122 122 122

②－① ▲ 37 ▲ 40 ▲ 29 ▲ 28 ▲ 20
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〈星の杜小学校区〉 

・ 住吉小学校、上中島小学校、松倉小学校が平成 31 年度に旧住吉小学校敷地での新築校

舎に統合しました。 

・ 現在、住吉放課後児童クラブ、上中島小学校、松倉小学校で実施されている放課後児童

クラブは、令和２年４月度から星の杜小学校に併設された学童専用室で実施が予定さ

れています。上学年の見込み量を含めたニーズは、令和２年度、令和 3 年度で不足が生

じていますが、令和 4 年度以降は、現在の提供体制で確保される見込みです。 

 

〈道下小学校、経田小学校区〉 

・ 道下小学校、経田小学校は令和５年度に現在の道下小学校校舎で統合予定となってい

ます。 

・ 現在、両小学校の上学年の見込み量を含めたニーズは令和２年度から令和６年度まで

不足が生じています。また、統合後も現提供体制では上学年の見込み量を含めたニーズ

に対して不足が生じるため、放課後児童クラブの新設、統廃合、増設を含め検討します。 

 

〈全市〉 

・ 「新・放課後子ども総合プラン」（平成 30 年 9 月 14 日公表）では、放課後児童クラブ

について、令和元年度末までに約 25 万人分を整備し、待機児童解消を図り、その後も

女性の就業率の上昇を踏まえ令和 5 年度末までに計約 30 万人分の受け皿の整備を目指

すとしています。また、新たに放課後児童クラブまたは放課後子ども教室を整備等する

場合には、学校施設を徹底的に活用すること等、新たに開設する放課後児童クラブの約

80％を小学校内で実施することを目指すとしています。本市では、星の杜小学校敷地内

に令和 2 年 4 月度から星の杜放課後児童クラブを開設し、児童の安全・安心な居場所

を整備します。 

・ 下学年の受入れについては、現在の提供体制でニーズが満たされていないので、検討が

必要です。 

・ 上学年の放課後児童クラブについては、児童・保護者のニーズを踏まえ受入れ体制を整

備することとします。 
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（４）子育て短期支援事業 

 保護者による養育が一時的に困難になった場合に、１週間以内（宿泊を伴う）を原則とし

て児童擁護施設等で児童の養育・保護を行います。 

 

①見込み量と確保の内容 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

・ 本市では、現在事業を実施していません。 

・ 令和２年度から令和６年度にかけて２人の見込み量となっています。ニーズがあった

場合は、ファミリー・サポート・センター事業で受入れを行っています。 

 

 

（５）一時預かり事業 

〈幼稚園における材園児を対象とした預かり保育（延長保育）〉 

 幼稚園において、通常の教育時間後等に、保護者の希望に応じて、預かり保育を実施しま

す。 

 

〈保育園・認定こども園における一時預かり〉 

未就園児で保護者の就労形態により子育てが断続的に困難になる場合、あるいは未就園

児で保護者の傷病等の場合に、保育園において一時的な預かりを実施します。 

 

①見込み量と確保の内容 

〈保育園・認定こども園における一時預かり〉 

 

  

単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①見込み量 2 2 2 2 2

②確保の内容
（他事業で対応）

2 2 2 2 2

②－① 0 0 0 0 0

単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①見込み量 1,577 1,547 1,494 1,471 1,445

②確保の内容 2,050 2,050 2,050 2,050 2,050

②－① 473 503 556 579 605
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②提供体制と確保の考え方 

〈保育園・認定こども園における一時預かり〉 

・ 本市全ての保育園・認定こども園で実施しています。 

・ 見込み量は、平成 26 年度から平成 30 年度の利用実績を参考に設定しています。確保

の内容は平成 26 年度から平成 30 年度の間で最も多い利用実績を参考に設定していま

す。 

・ ニーズは、現在の提供体制で充分に確保されています。 

 

 

（６）病児保育事業 

 病気の回復期の子どもが、まだ保育園・小学校等に通えないなど、保護者の都合で保育で

きない場合に子どもを一時的に預かります。 

 

①見込み量と確保の内容 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

・ 本市では、１か所（「キッズベアー」）で病児保育事業を実施しています。 

・ 確保の内容は、「キッズベアー」における平成 27 年度から平成 30 年度の４年間の受入

れ実績で、最も多い人数を参考に設定しています。 

・ ニーズは、現在の提供体制で充分に確保されています。 

 

  

単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①見込み量 553 542 524 516 507

②確保の内容 645 645 645 645 645

②－① 92 103 121 129 138
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（７）ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

 育児の援助を行いたい人と援助を受けたい人を会員として組織化し、相互援助活動の紹

介を行います。 

 

①見込み量と確保の内容 

 

 

 

 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

・ 見込み量は、実施人数の過去５年間の最大値で、確保の内容は調整人数の過去５年間の

最大値を設定しています。 

・ 平成 26 年度から平成 30 年度の成功率（実施件数／調整件数）の平均は 14.2％となっ

ています。今後は、1 年間の成功率 25％を確保できるよう協力会員の充足を図ります。 

 

 

（８）乳児家庭全戸訪問事業 

 新生児訪問や、こんにちは赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問）を行い、母子の健康状況の

確認や情報提供を行い、育児不安軽減を図ります。 

 

①見込み量と確保の内容 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

・ 見込み量は、当該年度の０歳児推計人口と過去実績を参考に設定しています。 

・ 確保の内容は、全戸訪問のため見込み量と同数となっています。 

・ 生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、さまざまな不安や悩みを聞き、子

育て支援に関する情報提供等を行うとともに、親子の心身の状況や養育環境等の把握

や助言を行い、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提供につなげます。 

単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①見込み量 226 221 218 213 211

②確保の内容 226 221 218 213 211

②－① 0 0 0 0 0

単位（人日）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①見込み量 35 35 35 35 35

②確保の内容 134 134 134 134 134

②－① 99 99 99 99 99
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（９）養育支援訪問事業 

 子どもの安定した養育を図るため、乳児家庭全戸訪問事業や母子保健事業、関係機関から

の連絡等により、養育支援が特に必要と判断した家庭に対し、保健師等が訪問し、養育に関

する相談・指導・助言や家事援助等を行います 

 

①見込み量と確保の内容 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

・ 見込み量は、当該年度の０歳児推計人口と過去実績を参考に設定しています。 

・ 確保の内容は、養育支援が特に必要な家庭を保健師等が全戸訪問し、養育に関する指

導・助言を行うため見込み量と同数となっています。 

 

 

（10）利用者支援事業 

 子どもと保護者の身近な場所において、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報

提供や必要に応じた相談・助言を行い、関係機関との連絡調整等を実施します。 

 

①見込み量と確保の内容 

 

 

②提供体制と確保の考え方 

・ 平成 28 年 10 月より開始した「子育て世代包括支援センターあいあい」にて、子育て

支援コーディネーターを配置し、専門的な利用者支援を行っています。 

 

 

  

単位（世帯）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①見込み量 34 33 33 32 32

②確保の内容 34 33 33 32 32

②－① 0 0 0 0 0

単位（か所）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①見込み量 1 1 1 1 1

②確保の内容 1 1 1 1 1

②－① 0 0 0 0 0
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第５章 児童福祉施設等の今後のあり方 

 

 

１ 適正配置の基本的な考え方 

（１）施設の適正配置の背景 

 本章では、第４章で示した教育・保育事業、放課後児童健全育成事業等の見込み量と確保

の内容を踏まえ、本市の就学前児童の教育振興と福祉向上のため、施設数及び規模の適正化

の方向性を示します。 

令和２年度以降、少子化の影響により、保育事業の確保の内容と見込み量の差は増大する

傾向にあることから、民間活力を前提に公立保育園の適正配置を検討する必要があります。

同時に小学校の規模適正化による統廃合の現状を踏まえ、本市の保育園・認定こども園・幼

稚園、放課後児童クラブ等が目指す方向性とあり方を明確にし、子どもの育ちや子育てを応

援する環境づくりを計画的に推進しようとするものです。 

 

 

（２）適正配置スケジュール 

 適正配置スケジュールは、深く関連する「魚津市学校規模適正化推進計画」(平成 35 年度

（令和５年度）満了)や現在、策定を進めている「魚津市公共施設再編整備方針」と民間の

積極的な活用を明記する「第６次魚津市行財政改革大綱」に整合したものとし、「第２期魚

津市子ども・子育て支援事業計画」に含まれることから、期間を令和２年度から令和６年度

の５年間とします。 
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２ 本市の保育園・認定こども園・幼稚園を取り巻く状況 

（１）市全体の教育・保育施設等の配置 

 あいの風とやま鉄道魚津駅周辺に施設が集中しています。また、公立７園（令和２年度）・

私立８園が、東西地区それぞれ東部６施設、西部９施設に配置されています。 
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（２）保育園・認定こども園・幼稚園の園舎の状況 

本市の保育園・認定こども園・幼稚園は一部を除き、昭和 40 年代から 50 年代に建築さ

れた園舎があり、老朽化が進んでいます。 

 

■施設の状況（令和２年４月１日予定） 

 

  

建築年 構造 階数
延床面積
（㎡）

避難所 耐震化

公立 道下保育園 S57 ＲＣ 2 896.86 －

公立 松倉保育園 H16 Ｗ 1 454.50 ○ －

公立 野方保育園 S50 ＲＣ 1 622.08 ×

公立 大町幼稚園 S52 ＲＣ 2 620.00 〇

私立
幼保連携型認定こども園
魚津こども園

S58 ＲＣ 2 783.83 －

私立
保育所型認定こども園
魚津第二こども園

S48 ＲＣ 2 864.52 ○

私立
幼保連携型認定こども園
魚津にじいろこども園

R2 Ｓ 1 797.22 －

私立
保育所型認定こども園
川原保育園

H18 Ｗ 2 472.07 －

私立
幼保連携型認定こども園
ほんごうこども園

S55 ＲＣ 2 710.97 ○

公立 青島保育園 S56 ＲＣ 2 1,066.20 ○

公立 経田保育園 H4 ＲＣ 1 709.80 －

公立 片貝保育園 H12 Ｗ 1 331.25 －

私立
幼保連携型認定こども園
かづみ認定こども園

H17 Ｓ 2 954.02 －

私立
幼保連携型認定こども園
吉島保育園

S57 ＲＣ 2 1,079.74 －

私立
幼保連携型認定こども園
天神保育園

H5 ＲＣ 1 801.06 －

施設名

西
部
地
区

東
部
地
区

※ＲＣ：鉄筋コンクリート造り、Ｓ：鉄骨造り、Ｗ：木造

※避難所：「魚津市地域防災計画」に掲載されている避難所
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（３）保育園・認定こども園の入所状況 

 平成 31 年度時点の充足率（入所児童数に対する定員の割合）をみると、全ての保育園・

認定こども園で充足率は 100％を下回り、定員に対して余裕がある状況となっていますが、

公立保育園と私立保育園・認定こども園を比較すると、私立保育園・認定こども園の充足率

が高い傾向にあります。 

 また、３歳以上児が占める割合が大きく、平成 31 年度時点の３歳児が全員卒園する令和

４年度以降は、近年の出生数の減少傾向を加味すると大きく入所児童数が減少していくこ

とが予想されます。 

  

■保育園入所児童数（平成 31 年４月１日） 

  

人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

公立 道下保育園 27 35.0 50 64.9 77 90 85.5

公立 住吉保育園 7 24.1 22 75.8 29 50 58.0

公立 松倉保育園 7 29.1 17 70.8 24 40 60.0

公立 野方保育園 13 36.1 23 63.8 36 50 72.0

私立 魚津保育園 31 36.0 55 63.9 86 90 95.5

私立 魚津第二保育園 66 42.5 89 57.4 155 160 96.8

私立 上口保育園 34 31.1 75 68.8 109 110 99.0

私立
保育所型認定こども園
川原保育園

17 34.0 33 66.0 50 55 90.9

私立
幼保連携型認定こども園
ほんごうこども園

50 42.0 69 57.9 119 125 95.2

252 36.7 433 63.2 685 770 88.9

公立 青島保育園 30 36.1 53 63.8 83 100 83.0

公立 経田保育園 25 39.0 39 60.9 64 90 71.1

公立 片貝保育園 3 18.7 13 81.2 16 20 80.0

公立 西布施保育園 4 33.3 8 66.6 12 20 60.0

私立
幼保連携型認定こども園
かづみ認定こども園

62 43.6 80 56.3 142 150 94.6

私立
幼保連携型認定こども園
吉島保育園

63 45.0 77 55.0 140 141 99.2

私立
幼保連携型認定こども園
天神保育園

20 33.3 40 66.6 60 70 85.7

207 40.0 310 59.9 517 591 87.4

459 38.1 743 61.8 1202 1361 88.3

東
部
地
区

小計

合計

※定員数は平成31年４月時点での利用定員数となっています。

３歳未満児 ３歳以上児
合計

（人）
定員

（人）
充足率
（％）

西
部
地
区

小計

施設名
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（４）幼稚園・認定こども園の入所状況 

 平成 28 年度末に閉園した明星幼稚園に代わり、幼稚園機能を持つ認定こども園への移行

が進められていますが、入所児童数が少なく、本市唯一の幼稚園である大町幼稚園の在園児

割合 35.0％をはじめ定員に対しても空きがある状況となっています。 

 

■幼稚園・認定こども園入所児童数（平成 31 年４月１日） 

 

 

  

施設名 園児数（人） 定員（人）
在園児
割合（％）

大町幼稚園 21 60 35.0

保育所型認定こども園
川原保育園

3 5 60.0

幼保連携型認定こども園
吉島保育園

9 9 100.0

幼保連携型認定こども園
かづみ認定こども園

21 25 84.0

幼保連携型認定こども園
ほんごうこども園

11 14 78.5

幼保連携型認定こども園
天神保育園

8 10 80.0

合計 73 123 59.3

※令和２年４月１日から住吉保育園と上口保育園が統合、魚津保育園・魚津第二

　保育園が認定こども園に移行します。
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（５）保育園・認定こども園・幼稚園の見込み量と提供体制 

 保育園・認定こども園・幼稚園ともに、少子化に伴って入所児童数が減少していく見込み

となっています。 

 保育園機能の充足率は、令和２年度の 96.2％が令和６年度には約 8％減少して 88.0％と

なっており、幼稚園機能の充足率は計画期間の全てで４割未満と、利用に対して供給が過剰

になることが予想されています。 

 

■保育園の見込み量と提供体制 

 

 

 

■幼稚園の見込み量と提供体制 

 

 

  

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

入所児童数（人） 1,232 1,206 1,165 1,147 1,127

定員（人） 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280

充足率（％） 96.2 94.2 91.0 89.6 88.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

入所児童数（人） 63 62 58 57 56

定員（人） 164 164 164 164 164

充足率（％） 38.4 37.8 35.3 34.7 34.1
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（６）小学校の規模適正化計画 

 平成 26 年３月に策定された「魚津市学校規模適正化推進計画」に基づき、平成 28 年度

に片貝小学校・吉島小学校・西布施小学校が「清流小学校」、平成 30 年度に大町小学校・村

木小学校・上野方小学校・本江小学校が「よつば小学校」、平成 31 年度に住吉小学校・上中

島小学校・松倉小学校が「星の杜小学校」に統合されました。また、同計画では令和５年度

に、道下小学校を統合校とした経田小学校との統合が予定されています。 

 

■小学校統合の推移 
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（７）魚津市の児童福祉施設を取り巻く現状と課題 

①保育園・認定こども園の適正配置 

 公立保育園は私立保育園・認定こども園と比べて充足率が低く、定員割れの状態が続いて

います。平成 31 年度時点での入所児童数は、片貝保育園、西布施保育園で 20 人以下、住

吉保育園（令和２年度に上口保育園と統合予定）、松倉保育園で 30 人以下となっており、平

成 31 年度時点での充足率は、松倉保育園、住吉保育園、西布施保育園で 60％以下となって

います。大町幼稚園についても、同様な現状にあります。 

 また、３歳以上児が占める割合が大きく、今後も出生数減少に伴う少子化の進行が考えら

れることからも、現在の３歳以上児の卒園とともに、いずれの園でも在園児数が大きく減少

することが予想されます。 

 小規模園では、家庭的で細やかな保育や教育ができる反面、友達が固定しやすく、交友関

係や遊びに広がりや深まりが見られない等の問題点が指摘されています。加えて、小学校の

規模適正化が進展した現状を鑑み、望ましい集団活動を実践できる教育・保育環境を整備す

ることが必要です。 

 

②教育・保育の一体的な提供（認定こども園への移行） 

 本市の幼稚園は平成 28 年度に明星幼稚園が閉園し、平成 31 年度時点では公立の大町幼

稚園のみとなっていますが、私立認定こども園５園が保護者の就労の有無に関係なく子ど

もを受入れできる体制を提供しています。なお、令和２年４月には、私立保育園の魚津保育

園、魚津第二保育園、上口保育園が認定こども園となり、幼稚園機能を提供していく予定で

す。 

  

③施設・設備の改修（長寿命化対策） 

 本市の公立保育園・幼稚園は、一部を除き建物の老朽化が進んでいます。乳幼児は、避難

行動要支援者であり、園舎の老朽化は大きな課題となっています。園舎の老朽化を勘案しな

がら園の適正配置の計画づくりを進めるとともに、順次、長期的視野に立った整備・補修計

画を策定し、園舎の長寿命化対策を進めていく必要があります。 

 

④民間活力の活用 

 現在、本市では８か所の保育園・認定こども園が民間により運営されており、全ての私立

保育園・認定こども園の充足率は 80％を上回っています。一方、公立保育園の充足率は一

部を除き 80％を下回っており、園舎の老朽化の問題や今後の教育・保育サービスの充実を

考えても、民間による保育園・認定こども園・幼稚園の運営や統合について検討していく必

要があります。 
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⑤適正な保育環境の基準 

 子どもは、小学校就学前までに「生きる力の基礎となる心情、意欲、態度」が育つことが

期待されています。保育園・認定こども園・幼稚園では、義務教育及びその後の教育の基礎

を培うとともに、子どもの最善の利益を考慮しつつ、子どもを心身ともに健やかに育成する

ことに努める必要があります。 

 このことから、３歳以上児の１クラスあたりの「適正」な園児数は、保育士等の経験や各

種調査・研究結果から、少なくとも３歳児クラスは概ね 11 人以上 16 人未満、４・５歳児

クラスは概ね 15人以上 22人未満と考えられており、公立保育園の一部においては、「適正」

な人数に「満たない」状態にあります。 

 

⑥小学校規模適正化後の各放課後児童クラブの状況 

平成 31 年度星の杜小学校への統合後、旧小学校区で実施していた住吉、上中島、松倉放

課後児童クラブは令和 2 年度より星の杜小敷地内のクラブに統合します。当面、面積定員

に対し高学年のニーズに応えられない可能性があります。 

よつば小学校は、旧上野方小学校区の児童は上野方放課後児童クラブ、その他の児童は低

学年がつばめ児童クラブ、中高学年が村木児童クラブを利用しています。上野方地区の利用

児童は、減少傾向にあります。 

清流小学校は、旧西布施小学校区の児童は西布施放課後児童クラブ、その他の児童はひば

り児童クラブを利用しています。西布施地区の利用児童は、かなり減少しています。 

経田小学校はかもめ児童クラブ、道下小学校はすずめ児童クラブを利用しています。 
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■児童福祉施設配置 
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３ 魚津市の保育園・幼稚園、放課後児童クラブの適正配置の方向性 

（１）公立保育園・幼稚園の閉園、改築・移転新築、民営化等 

近年の少子化の流れによる適正な保育環境の基準の考え方や小学校規模適正化による小

１ギャップの緩和など、保育園の規模適正化を検討する必要があります。 

本市における保育園等の配置については、前述のとおり、令和 2 年 4 月現在、公立６園・

私立８園となります。少子化による園児数の減少については、民間活力の活用の観点から公

立保育園を適正配置することを前提に検討を進めます。 

第１期計画においては、「平成 32 年度以降で、園児数が 10 人以下となった園は休園を検

討することとします。」とその基準を明記しておりましたが、西布施保育園については、10

人以下になる前に、上記の観点から閉園となったことを踏まえ、片貝保育園、松倉保育園に

ついては、園児数の減少から計画期間内の閉園を検討します。野方保育園は、園児数の減少

と園舎が老朽化していることから計画期間内の閉園を検討します。大町幼稚園は、本市唯一

の幼稚園でありそのニーズも一部にあることから、複合施設化等も視野に入れながら、改

築・移転新築の検討を行います。また、他の保育園についても園児数の減少、充足率の低下、

園舎の老朽化等の要因を勘案し、民営化について民間児童福祉施設運営法人等と協議・検討

していきます。 

 

 

（２）教育・保育体制の充実 

女性の就業率の増加が見込まれることから、今後は更なる保育ニーズ（年度途中入所、延

長保育、一時預かり事業等）の高まりが予測されます。多様化する働き方・暮らし方・子育

ての仕方等に対して、柔軟に対応できるよう、保育人材確保や保育士等の業務改善につなが

る施策の展開を図ります。 

 

 

（３）放課後児童クラブのあり方 

文部科学省が策定した「新・放課後子ども総合プラン」において、待機児童の解消や放課

後児童クラブと放課後子ども教室の一体的な実施を中心に両事業の整備が進められるよう

求められているところであり、今後、その整備について総合的に検討していく必要がありま

す。 

上野方放課後児童クラブについては、利用児童数の状況とつばめ児童クラブの利用児童

数の状況を考慮の上、つばめ児童クラブへの受入れが可能な状況が継続する場合は統合を

検討します。 

西布施放課後児童クラブについては、通年利用児童が５人を下回ることになれば、受入れ

クラブの状況を考慮の上、閉所を検討します。 
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第６章 子どもの貧困対策の充実 

 

 

１ 子どもの貧困対策の基本的な考え方 

「平成 28 年国民生活基礎調査」（厚生労働省）によれば、子どもの貧困率は平成 27 年時

点で 13.9％（7 人に 1 人）と発表されています。全国的に子どもの貧困対策の機運が高まっ

ています。 

このような中、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることなく、夢や

希望を持つことのできる社会を築いていくことが望まれます。 

本市では、平成 30 年 3 月に「魚津市子ども・子育て支援事業計画」の追加版として「魚

津市子どもの未来応援計画」を策定し施策を展開してきました。 

また、国においても、令和元年 11 月 29 日に新たな「子供の貧困対策に関する大綱」が

策定され、子どもの貧困対策に関する基本的な方針が示されたところです。 

 子どもの貧困対策を進めるにあたり、「魚津市子どもの未来応援計画」を引継ぎ、国の大

綱に定める重点施策の①教育の支援、②生活の支援、③保護者に対する就労の支援及び就労

環境の充実、④経済的支援に加え、⑤周知の徹底を合わせて５つの柱として行政機関、関係

機関等と連携を図りながら、以下の具体的な施策を総合的に推進します。 

 

 

 

２ 本市の実態と求められている課題 

 魚津市子育て家庭アンケート（平成 29 年実施）による調査やひとり親生活実態調査（平

成 29 年実施）の結果から見えてきた本市の子どもの貧困問題に取り組む上での主な課題と

して、以下の５点があげられます。 

 

（１）教育面に関すること 

 小学 5 年生及び中学 2 年生の保護者ともに 6 割前後が高校卒業後の進路として専門学校

以上の学校への進学を希望しており、中学 2 年生の生徒も同様に希望しています。また、ひ

とり親では、「経済的理由で行かせることができない」と答える保護者が、専門学校・短大、

大学と学歴が上がるごとに高くなっています。子どもが望む進路に向けた教育支援の充実

が求められます。 

 また、「塾や習い事をしていない」理由として、「経済的に余裕がないから」という回答割

合が高くなっています。経済事情で左右されない勉強ができる環境を創出する等の支援が

必要です。 
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（２）生活面に関すること 

小学校 5 年生の低所得層で、「週に 1 日以上朝食を食べない日がある」割合は 3 割以上と

なっており、「週に 1 日以上お風呂にはいらない」の割合は 2 割近くとなっています。食事

面や衛生面における支援の体制づくりが求められます。 

小学校 5 年生の低所得層の保護者からは、「学校や家庭以外で子どもが安心して通える居

場所」を求める声が多く、関係機関や団体、市民・地域等と連携した支援が求められます。 

また、育児面における悩みの解決や孤立を避けるためにも、子育てや子どもの健康等に関

する相談事業体制の強化を図ることが望まれます。 

 

 

（３）保護者に対する就労支援に関すること 

 低所得層世帯においては、非低所得層世帯と比べて、父母の雇用形態が「正規の職員・従

業員」の割合が低く、雇用期間の定めが「ある」の割合が高く、ひとり親においては、全体

の 3 割以上が「パート勤務（アルバイトを含む）」です。雇用期間の定めのない「正規の職

員・従業員」の安定的な雇用とそれによる安定的な収入の確保が、子どもの貧困を解消して

いくことにつながると考え、関係機関と連携し、就労支援をしていくことが必要です。 

 

 

（４）経済面に関すること 

低所得層世帯全体の年間収入においては、400 万円未満が全体の 5 割前後となっており、

ひとり親世帯では 300 万円以下が全体の 5 割以上となっています。また、低所得層におい

ては、週 1 日以上家計の先行きに不安に感じた人が 7 割以上もおり、経済的不安を解消し、

子どもが安定して日常生活を送られるよう、手当等の助成や金銭面の支援が求められます。 

 

 

（５）支援体制に関すること 

 本市ではさまざまな支援や制度を実施していますが、認知度が低い状況にあります。特に、

就学援助制度は「制度を知らなかった」、「対象になるかわからない」といった理由で利用し

ていない人が、低所得層で 2 割以上となっており、周知・啓発の徹底が求められます。 
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３ 施策の展開 

子どもの貧困対策の基本的な考え方で述べたとおり、①教育の支援、②生活の支援、③保

護者に対する就労の支援及び就労環境の充実、④経済的支援、⑤周知の徹底を、５つの柱と

して、行政機関、関係機関等と連携を図りながら、以下の具体的な基本事業を総合的に推進

するとともに、本市の子どもの貧困の状況の把握と基本事業の効果等を検証・評価するため

に指標を定めます。 

 

（１）教育の支援 

 貧困が世代を超えて連鎖することのないように「学校」を子どもの貧困対策のプラット

ホームと位置づけ、学校教育による学力の保障、学校を窓口とした福祉関係機関との連携、

地域による学習支援等を通じて、総合的に対策を推進します。また、教育の機会均等を保障

するため、教育に係る経済的負担の軽減を図ります。 

 

【基本事業】 

学校教育による学力の保障 要保護児童対策地域協議会の開催 

教育相談体制の充実 放課後学習サポート事業 

適応指導教室「すまいる」運営事業 ひとり親家庭等学習支援事業 

放課後子ども教室 幼児教育の充実 

 

 

（２）生活の支援 

 貧困の状況にある世帯の保護者及び子どもたちが地域において孤立することなく生活で

きるように、生活の支援において相談事業や情報提供の充実を図ります。また、子ども及び

保護者の対人関係の築き方や社会参加の機会等にも配慮しつつ、食事面や衛生面を含めた

生活全般について必要な支援を行うとともに関係機関からの情報収集等により適切な支援

につなげていきます。 

 

【基本事業】 

生活困窮者に対する支援 病児・病後児保育の実施 

乳児家庭全戸訪問 ファミリー・サポート・センター事業 

養育支援訪問 要保護児童対策地域協議会の開催 

新生児訪問・未熟児等訪問指導 食育の推進 

療育相談 親学び講演会の実施 

子育て支援センター こども食堂の設置検討及び支援 

子育て世代包括支援センター 災害備蓄品等の提供 
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相談事業の充実 「放課後子ども総合プラン」に基づく放課

後児童クラブと放課後子ども教室の実施 

 

 

（３）保護者に対する就労の支援及び就労環境の充実 

 保護者が働き一定の収入を得ることは生活の安定を図る上で重要ですが、そればかりで

なく、保護者が働く姿を子どもに見せることによって労働の価値や就労の意味を学ぶこと

ができる等教育的な意義もあることから、就労機会を確保するために保護者への相談援助

や資格取得への支援を行います。 

 

【基本事業】 

自立支援教育訓練給付金 資格取得助成事業 

高等職業訓練金促進給付金 生活保護受給者及び生活困窮者に対する就

労支援 

児童扶養手当受給者への就労支援事業 イクボス企業の拡充、ワーク・ライフ・バラ

ンスの推進 

就労相談業務  

 

 

（４）経済的支援 

 生活の安定のためには、生活保護費や各種手当、医療費助成や貸付金等を組み合わせて世

帯の生活の基盤を下支えしていくなど、経済的支援は重要であることから、法律に基づきこ

れらの支援を行い、経済的負担の軽減を図ります。 

 

【基本事業】 

児童手当の支給 妊産婦医療費助成 

児童扶養手当の支給 ひとり親家庭等医療費助成 

特別児童扶養手当の支給 母子世帯援護資金貸付金 

障害児福祉手当 富山県母子父子寡婦福祉資金貸付金 

子ども医療費助成 生活保護による支援 

保育料・幼稚園保育料の軽減 魚津市奨学資金貸与 

放課後児童クラブの利用料減免 養育費の確保 

児童生徒への就学援助  
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（５）周知の徹底 

あらためてさまざまな支援や制度を周知することを徹底し、それらの内容が確実に市民

に届くような体制づくりをします。各課において市の広報やホームページ、アプリを使った

周知に努めます。ホームページにおいては各担当する課から子どもの貧困に関する情報を

集めたページを作り、情報収集・情報発信しやすい環境づくりに努めます。 

また、保育園・認定こども園・幼稚園・学校等での制度パンフレット等の早めの配布等に

心がけます。 

 

【基本事業】 

ホームページ子育て応援サイトの充実 資格取得助成、内職相談等の情報提供 

子育て応援アプリの充実 就学援助等の情報提供 

子育てガイドブック等の作成  

 

 

※子どもの貧困に関する指標 

№ 指    標 国の直近値 
未来応援計画 

策定時 
平成 31 年度 

１ 
生活保護世帯に属する子どもの高

等学校等進学率 
93.7％ 該当なし 該当なし 

２ 
生活保護世帯に属する子どもの大

学等進学率 
36.0％ 該当なし 該当なし 

３ ひとり親家庭等の子どもの就園率 81.7％ 100％ 98.1％ 

４ 
ひとり親家庭等の子どもの高等学

校進学率 
95.9％ 100％ 100％ 

５ ひとり親家庭等の親の就業率 
母子世帯 80.8％ 

父子世帯 88.1％ 
94.4％ 94.4％ 

６ 
スクールソーシャルワーカーの配

置数（国：対応実績のある学校割合） 

小学校 50.9％ 

中学校 58.4％ 
３人 ３人 

７ スクールカウンセラーの配置率 
小学校 67.6％ 

中学校 89.0％ 

小学校７校 

中学校２校 

小学校５校 

中学校２校 

８ 児童扶養手当受給者数、受給割合 ― 
286 人 

1.71％ 

315 人 

1.85％ 

９ 就学援助制度認定者数、認定割合 ― 
229 人 

7.22％ 

199 人 

6.97％ 
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４ 推進体制と関係者の役割 

（１）推進体制 

 子どもの貧困対策を効果的に実施するためには、行政、市民、関係団体等がお互いにそれ

ぞれの役割を理解した上で、一体的に取り組むことが必要です。 

 計画の推進にあたっては、関係者が連携し、課題に沿った支援、取り組みを実施していき

ます。 

 

 

（２）関係者の役割 

①行政の役割 

 子どもの貧困対策は、福祉・教育・労働等多くの分野に関連しているため、全庁が連携し、

それぞれの施策を現状に合わせて推進します。 

 また、支援を必要とする子どもの情報等の実態把握に努め、学校、社会福祉法人、NPO

法人等の機関や団体と連携し、地域における課題や必要な施策を検討し、各種施策に取り組

むことが求められます。 

   

②市民・地域・関係団体の役割 

 市民や子どもの支援に携わる地域、民間団体においては、市が実施する各種施策に協力す

るとともに、地域の子どもや家庭への状況に気を配り、子どもの様子に変化を感じた場合は、

市や児童相談所、福祉事務所、学校、民生委員・児童委員、主任児童委員等へ連絡すること

が求められます。 

 

  



72 

 

第７章 子ども・子育て施策の推進 

 

 

★マークがついている事業は、第４章において「見込み量」「確保方策」を設定している

事業になります。目標値についての詳細は、第４章をご参照ください。 

 

基本方針１ 教育・保育環境を充実する 

 保育サービスを受ける低年齢児の増加や長時間利用の増加など、多様化・複雑化する保育

ニーズに対応するため、民間活力も活用しながら、保育サービスの量的拡充を図るとともに、

保育士等の職員の適正な配置や処遇改善にも留意しながら教育・保育の質の向上を図りま

す。また、産前・産後休暇、育児休業中の保護者に対する相談支援・情報提供及び子どもの

受入れ体制を充実させ、安心して教育・保育サービスを利用できる環境を整備します。 

 

 

施策目標１ 多様な保育ニーズに応じた教育・保育の提供 

【現状・課題】 

○ 本市では、少子化に伴い保育園・認定こども園の入所児童数（２号・３号認定）は減少

しています。一方で、低年齢児の入所が増加傾向にあります。平成 30 年度に実施した

「魚津市子ども・子育てに関するアンケート調査」（以下、「アンケート」という。）で

も、保護者が希望する保育園等の利用開始年齢は「1 歳」とする回答割合が最も高く、

低年齢児の入所数が一定期間続くと予想されることから、地域の実情に応じた施設の

あり方とサービスの充実が必要となっています。 

○ アンケートによると、保育園・認定こども園・幼稚園等の土・日の定期的な利用希望は、

土曜日の「利用意向あり」（「ほぼ毎週利用したい」「月に 1～2 回は利用したい」を合わ

せた割合）が未就園児で 4 割弱、通園児で 5 割弱、日曜日の「利用意向あり」が未就園

児で 3 割弱、通園児で 4 割弱となっていることから、休日保育の実施を検討していく

必要があります。 
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【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ ★通常保育 

家庭や地域における子育て環境の実情を踏

まえ、人との関わりや多様な体験ができる保

育の実践に努め、子育てを支援します。 

また、一層強まる低年齢児保育ニーズを踏

まえ、受入れ体制を整備するとともに、少子

化の現状を踏まえ、適正な施設配置を実施し

ます。 

こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施保育園数 全園 継続 

２ ★延長保育事業 

保護者の就労状況等により、認定を受けた

保育時間を超える保育を希望する場合は、そ

のニーズに対応し、保護者が安心して就労で

きるよう保育を実施します。 

 また、需要があれば時間拡大等について保

育園と調整を図っていきます。 

こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施保育園数 10 園 11 園 

３ ★一時預かり事業 

 幼稚園において、通常の教育時間後等に、

保護者の希望に応じて、預かり保育を実施し

ます。 

未就園児においては、家庭での保育を受け

ることが一時的に困難となった場合に、保育

園・認定こども園において、一時的な預かり

を実施します。 

こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施園数 全園 継続 
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事 業 内 容 担当課 

４ すこやか保育 

私立の保育園・認定こども園において、０歳

児の健康管理のために看護師資格を持った職

員を配置します。 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施保育園数 ６園 継続 

５ 地域活動事業 

保育園・認定こども園が持つ子育て支援の

専門的機能を地域の需要に応じて地域住民に

開放し、子どもや保護者と地域住民との交流

を促進します。 こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施保育園数 全園 継続 

６ 障がい児保育 

専門機関と連携しながら、集団保育が可能

な障がいのある子どもの保育園・認定こども

園における受入れを実施します。 

こども課 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

受入れ保育園児数 
可能な園児 

全員受入れ 
継続 

７ 広域入所 

魚津市外に居住する人でも、一定条件に

よって柔軟な受入れを実施します。 

こども課 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施保育園数 全園 継続 

８ ★幼児教育 

幼稚園及び認定こども園において、義務教

育やその後の教育の基礎を培う幼児教育を実

施します。 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施園数 ６園 ９園 
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施策目標２ 多様な主体による教育・保育の実施及び質の向上 

【現状・課題】 

○ 令和２年４月現在、本市には、公立６園、私立８園の保育園と公立１園の幼稚園があり

ますが、少子化に伴い、保育園等の統廃合や認定こども園への移行が進められています。

従来の保育園の機能と幼稚園の機能を合わせ持つ「認定こども園」に移行していくこと

は、多様なニーズへの対応につながることから、私立保育園の全てが「認定こども園」

に移行する中で、今後、児童数の動向とニーズを把握しながら公立保育園についても移

行を検討していく必要があります。 

○ アンケートによると、公立保育園の民営化に反対である人の中で、民営化にあたって

の条件は、未就園児・就園児の保護者ともに「保育士の数を増員し、できるだけ家庭

的なきめ細かい保育を行う」が最も高くなっています。また、「保育士研修の充実や

経験豊富な保育士の配置など、保育士の質の確保・向上を図る」が高くなっていま

す。施設の形態が変わっても教育・保育の質の確保及び向上が望まれていることか

ら、環境の整備と質の向上に向けた取り組みが必要です。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 保育士研修の実施 

保育の質の向上に向け、保育士研修の情報

提供を行い、参加を促進します。 

こども課 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

研修参加促進 60％ 65％ 

２ 
子育て支援 

コーディネーター 

子育て支援の総合窓口として、子どもやそ

の保護者等、または妊娠している方が、教育・

保育施設及び地域の子育て支援事業等を円滑

に利用できるよう支援します。 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

子育て支援コーディ

ネーター数 
２人 ２人 
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事 業 内 容 担当課 

３ 
特別支援教育 

コーディネーター 

就学前園児の情報が就学先の小学校に円滑

に引き継がれるよう、園・学校との連携を支援

します。 

また、悩みを持つ保護者との面談、小中学校

への指導助言等を行います。 学校教育課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

特別支援教育コーディ

ネーター数 
1 人 １人 
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施策目標３ 産前・産後の休暇及び育児休業後等の保育サービスの円滑な利用

の支援 

【現状・課題】 

○ アンケートによると、本市における母親の育児休業取得状況は約６割であり、育児休業

を取得したほとんどの母親が休業後に職場復帰しています。本市では、職場復帰の際に

教育・保育サービスをスムーズに受けられるよう、年度途中の入所申し込みを受け付け

ています。また、産前・産後休暇、育児休業明けの保護者が希望に応じた保育園・認定

こども園・幼稚園等を利用できるよう、一層の相談支援、情報提供等を行い、保育サー

ビスの円滑化を進める必要があります。 

○ 子育てに関して孤独にならないようにするためにも、身近に相談できる場を整備する

とともに、相談窓口の情報発信を行い、子育て等に悩んでいる保護者の支援を強化し

ていく必要があります。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 年度途中入所 

全ての保育園・認定こども園において、年度途

中入所の対応を実施します。 

こども課 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施保育園数 全園 継続 

２ 利用者支援事業 

子育て家庭や妊産婦の身近な場所において、

教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情

報提供、相談や助言等の必要な支援を行うとと

もに、関係機関との連絡調整・連携等を実施しま

す。 

こども課 

健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施か所数 1 か所 1 か所 
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基本方針２ 子育てを支える地域をつくる 

 身近な地域で安心して子育てができるよう、地域における子育てサービスの充実とボラ

ンティア活動を推進します。また、地域の全ての子ども・家庭の相談に対する子ども支援の

専門性をもった機関・体制を整備し、地域ぐるみで子育て支援のネットワークづくりを進め、

地域全体で子育てを支援する環境をつくります。 

 

 

施策目標１ 地域における子育て支援の充実 

【現状・課題】 

○ 核家族化が進行している中で、地域において気軽に子育ての相談や支援、協力が受けら

れる体制の強化と事業の周知が必要です。 

○ 子どもの遊び場を求める声が多いことから、子育て期の親子等が交流できる場である

「子育て支援センター」での事業をより積極的に周知・広報し、地域とのつながりを深

めながら子育てできる環境づくりを進めます。 

〇 子どもを事故から守るため、交通安全を確保する活動を推進するとともに、犯罪や災害

等から子どもを守るための体制づくりを進めます。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 
★地域子育て支援 

拠点事業 

子育て支援センターにおいて、親子がとも

に遊び、自由に交流する場を提供します。 

また、子育てアドバイザーによる子育て相

談や情報提供を実施します。 
健康センター 

こども課 
計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施か所数 ２か所 ２か所 

２ 育児サロン 

子育ての悩みを相談し合える保護者同士の

仲間づくりと子どもの遊び場として、未就園

児を対象とした育児サロンを実施します。 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施か所数 15 か所 13 か所 
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事 業 内 容 担当課 

３ マイ保育園 

 妊婦や概ね３歳未満の子どもを持つ保護者

を対象に、各地域の保育園を身近な子育て支

援拠点と位置付け、保育園入所前から登録保

育園でのサービスを受けられるようにする

「マイ保育園」への登録を促進します。 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施保育園数 ９園 継続 

４ 安全対策事業 

 地域の安全対策として園の散歩コースや登

下校の通学路の危険個所について、施設管理

者、道路管理者及び地元警察等と合同で点検

を実施します。 

こども課 

学校教育課 

環境安全課 

建設課 
計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

関係課による合同調査 年１回 継続 

５ 防犯カメラ設置事業 

子どもや地域の方が不安を感じる犯罪等を

未然に防止するため、地域防犯の目的で防犯

カメラを設置します。 
環境安全課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

防犯カメラの設置数 51 か所 61 か所 

 

 

施策目標２ 子育て支援のネットワーク 

【現状・課題】 

○ 子どもが成長していく中で家庭が抱える悩みごとの相談に応じ、安心して育児ができ

るよう、「子ども家庭総合支援拠点」を整備するとともに、関係機関と連携した支援体

制を構築し、それぞれの家庭にあったサポートが必要です。 

○ 本市では、子育てに関するさまざまなサービスや支援が提供されています。必要な情報

を必要な時に適切に提供できるよう、各種情報媒体を有効に活用しながら情報提供を

行うことで、子育て家庭を支援していくことが必要です。 
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【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 

（新） 

子ども家庭総合支援 

拠点事業 

全ての子どもとその家庭及び妊産婦等に対

して、専門的な相談や地域資源を活用した情

報提供、訪問等による継続的な支援を実施す

る「子ども家庭総合支援拠点」を整備し、妊娠

期から子育て期までの切れ目のない支援を実

施します。このサポート体制の整備により、

要保護児童対策地域協議会の調整担当機関を

担うことで、支援を必要としている子どもや

その世帯等への訪問、見守り、適切なサービ

ス提供など、きめ細やかな対応を継続的に実

施します。 

こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施か所数 0 か所 1 か所 

２ 
子育て支援マップ・ 

ガイドブック 

子育て家庭を支援するため、子育て情報を

掲載した「子育て応援マップ」、「子育て応援

ガイドブック」を妊婦や転入者等に配布しま

す。内容については、毎年度見直しを行い、最

新の情報を提供します。 こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

対象者・希望者への 

マップ・ガイドの配布 
継続 継続 

３ 
子育て支援サイト・ 

アプリ 

市のホームページにて、子育てに関するイ

ベント情報や子育て支援マップ等の情報提供

を行います。 

また、スマートフォン専用アプリ「育ナビ

うおづ」でも子育てに関する情報を提供し、

子育て中の保護者をサポートします。 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

最新情報の提供 継続 継続 

アプリ登録数 650 人 700 人 
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施策目標３ ボランティア活動の推進 

【現状・課題】 

○ 子育て家庭が日常生活を送る中で、その家庭だけでは対応できないことも多々ありま

す。地域住民等による助け合い・支え合いによる支援も必要であることから、魚津市社

会福祉協議会内の魚津市ボランティアセンターにおける情報提供を利用する等地域の

ボランティア情報の周知を強化し、必要とする人が円滑に利用できる環境づくりが望

まれます。 

○ 子育て支援の強力な担い手を育成していくためにも、子育てボランティアの育成を推

進し、支援体制の整備とネットワーク化を強化することが必要です。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ ネットワーク構築 

魚津市ボランティアセンターと連携し、地

域のボランティア団体との情報交換を実施

し、ネットワークを強化します。 
地域協働課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

情報交換会実施回数 ２回 ２回 

２ 
読み聞かせ 

ボランティア 

図書館等で、本の読み聞かせを行う読み聞

かせボランティアを幅広く募集し、育成を図

ります。 

図書館 
計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施回数 74 回 74 回 

参加者数 1,115 人 1,050 人 

ボランティアの人数 44 人 41 人 
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基本方針３ 母と子の健康を支える 

 全ての子どもが健やかに成長していけるように、妊娠・出産・育児期それぞれのライフス

テージに応じた情報提供、保健指導、相談、支援等といった母子保健施策や関係機関・団体

との連携を強化し乳児家庭等への訪問を行い、母子の健康水準の向上に取り組みます。また、

子どもの安全・安心の確保のため、小児医療の充実に取り組みます。 

 なお、基本方針３では、各施策目標を本市の母子保健計画に位置づけ、母子保健の推進に

取り組みます。 

 

 

施策目標１ 母子保健サービスの充実 

【現状・課題】 

○ 母子保健の水準が改善する一方で、晩婚化による出産の高齢化が進んでおり、妊娠中か

ら産後の適切な健康管理が求められています。妊婦自身が妊娠の早期届出や妊産婦健

康診査の受診等自ら健康行動を行えるよう、妊娠期から産後の各ステージに応じた情

報提供や保健指導、相談、支援等の取り組みの強化が必要です。 

○ 産後まもない産婦に対して、心身のケアや育児のサポート等を行い、身体的回復や心理

的な安定を図ることで安心して子育てができるような支援が必要です。 

○ 核家族化の進行と地域のつながりの希薄化等により、育児に関する疑問や悩みを相談

する人が身近におらず、母親が育児不安に陥るケースがあります。母親の育児不安を軽

減し、孤立化を防ぐために、気軽に相談できる場や支援体制の整備が必要です。 

○ 乳幼児においては、きめ細かい健康管理が必要です。乳幼児の健康診査を充実させるこ

とで、障がいや先天性疾患の早期発見につながります。発達段階に応じた健康診査の実

施、情報提供、保健指導、相談、支援等を行う取り組みが必要です。 

○ 年齢や健康上の理由から不妊治療を望む夫婦が増える一方で、不妊治療には高額な医

療費がかかることから、治療を躊躇したり、途中で断念したりするケースがあります。

子どもの出産を望む夫婦には、心理的な支援や経済的な援助が必要とされています。 

 

  



83 

 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 母子手帳の交付 

妊娠届出者に母子手帳を交付します。交付時に

妊婦の健康相談を実施し、それぞれに寄り添った

親子健やかプラン（子育てプラン）を提示します。 

健康センター 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

妊娠 11 週以下での妊娠の届

出率 
100％ 100％ 

２ 妊婦健康診査 

医療機関にて、適時かつ必要に応じた妊婦健康

診査や、妊婦歯科健康診査を実施します。 

健康センター 
計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

妊婦健診受診者（延べ数） 3,000 人 3,100 人 

妊婦歯科健診受診者 120 人 150 人 

３ 産婦健康診査 

産後うつ予防や新生児への虐待予防等を図る

ため、全ての産婦を対象に産後２週間と１か月の

２回産婦健康診査を実施します。 
健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

産婦健診受診者（延べ数） 440 人 450 人 

４ 妊産婦乳児訪問 

初妊婦や転入者を対象に母子保健推進員が家

庭訪問し、妊娠や出産の相談に応じます。 

また、保健師や助産師によるハイリスク妊産

婦、生後 28 日以内の新生児・未熟児等への家庭

訪問を実施し、適切な健康管理と情報提供を行

い、育児不安の軽減を図ります。 
健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

妊婦訪問 100 人 100 人 

産婦・新生児・未熟児等訪問 500 人 500 人 
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事 業 内 容 担当課 

５ 産後ケア事業 

産婦と乳児を対象に助産師が心身のケア

や育児サポート等を行い、身体的回復や心理

的な安定を図ることで安心して子育てがで

きるよう支援します。 

健康センター 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

訪問型 実施 実施 

通所型 未実施 実施 

宿泊型 未実施 実施 

６ 

★乳児家庭全戸訪問 

事業 

（こんにちは赤ちゃん訪問） 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭

を訪問し、さまざまな不安や悩みを聞き、子

育て支援に関する情報提供等を行うととも

に、親子の心身の状況や養育環境等の把握や

助言を行い、支援が必要な家庭に対しては適

切なサービス提供につなげます。 

健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

乳幼児全戸訪問率 100％ 100％ 

７ 養育支援訪問事業 

乳児家庭全戸訪問事業や母子保健事業、関

係機関からの連絡等により、養育支援が特に

必要であると判断した家庭に対し、保健師等

が訪問し、養育に関する相談・指導・助言等

を行い、当該家庭の適切な養育の実施を確保

します。 

健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

養育支援訪問世帯 15 世帯 15 世帯 

８ 乳幼児の健康診査 

乳幼児期の子どもの健康・発育・発達状況

を確認し、的確な健康管理と異常の早期発見

を行います。 

保護者の育児負担を確認し情報提供や助

言を行い、必要な保健指導を行います。 
健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

４か月児健診受診率 100％ 100％ 

１歳６か月児健診受診率 100％ 100％ 

３歳児健診受診率 100％ 100％ 
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事 業 内 容 担当課 

９ 

むし歯予防 

パーフェクト作戦事業 

（歯科健診・フッ素塗布事業） 

むし歯予防のため、１歳６か月児健康診査

後、希望者に３歳に至るまでの約半年毎計４

回のフッ素塗布や歯みがき指導を行います。 

健康センター 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

むし歯のない子ども（３

歳児）の割合 
85％ 90％ 

10 
子育て世代包括支援 

センター事業 

妊娠から出産、子育て期（主に就学前）まで

の切れ目のない相談支援を実施し、関係機関

との連絡調整を図り、各種の教室や相談事業

を実施し、育児に対する不安や悩みの軽減に

努めます。 
健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

関係機関連携会議 12 回 12 回 

11 不妊治療費助成事業 

子どもの出産を望んでいながら、子どもに

恵まれない夫婦には特定不妊治療や男性不妊

治療、不育症治療に対する治療費の助成を行

います。 

健康センター 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

特定不妊治療費助成 継続 継続 

男性不妊治療費助成 継続 継続 

不育症治療費助成 継続 継続 

12 
予防接種事業・ 

感染症対策事業 

国が定める定期予防接種を適切に実施しま

す。 

感染症に対する啓発と情報提供のため、ス

マートフォン専用アプリ「育ナビうおづ」で

感染症に関する情報を配信します。 
健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

予防接種率（ＢＣＧ） 99％ 99％ 

予防接種率（麻しん・風

しん混合２期） 
99％ 99％ 
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施策目標２ 小児医療の充実 

【現状・課題】 

○ 働く女性の増加に伴い、保育園等で集団生活を送る子どもが増えています。また、核家

族化により親とともに乳幼児が日常的に外出する機会も増加しています。人の多く集

まる場所に長時間いることで、感染症にかかるリスクも高まっていることから、国が定

める予防接種を適切に実施し、乳幼児の健康を確保することが求められます。 

○ 今後の日本の社会を担う乳幼児の生命を守り育てるためにも、小児医療・小児救急医療

は非常に重要です。保護者自身が正しい医療や受診の知識を持つとともに、適切な医療

を適時に受診できる医療環境を維持することが必要です。 

○ 新川医療圏小児急患センター事業として、中学生以下の急病と乳幼児のケガに対し、公

的病院、医師会、関係大学、行政等の連携協力により、新川医療圏における第一次の小

児救急医療体制の整備が図られています。夜間、休日・祝日・年末年始等の診療に対応

しています。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 
こどもの医療費助成

事業 

0 歳児から中学校 3 年生の年度末までの子

どもに対し、医療機関等で診療を受けた際の

保険診療の自己負担分（食事療養費は除く）

を助成します。 

こども課 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

市広報、ホームページ

による周知、個別相談

対応 

継続 継続 
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基本方針４ 子どもの生きる力を育む 

 保護者が教育・保育について学ぶ機会を創出し、家庭での子育てが適切で円滑に進めてい

けるよう、また、地域においても子どもの成長を適切に支えていけるよう、家庭・地域の教

育力向上のための取り組みを進めます。 

 また、子どもの健康・体力の増進とともに、子どもの自主性や社会性、創造性を育むため

に、スポーツを楽しむ場、子ども同士で遊べる場、異世代と交流できる場を提供し、子ども

の心と体の健全な成長を促進します。 

 

 

施策目標１ 家庭や地域の教育力の向上 

【現状・課題】 

○ 近年、いじめや不登校、児童虐待等が深刻化しています。核家族化の進行や地域とのつ

ながりの希薄化等が背景にあると考えられることから、親や地域の教育力を向上させ

ることが必要です。家庭における子育てを再考する機会をつくるとともに、地域での支

援体制を構築し、地域ぐるみで子育てを行っていくことが望まれます。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 
親学び講座・ 

子育て講演会 

保護者が、子育てについて振り返り、再考

する機会となるグループワークや講演会等を

開催します。 

生涯学習・

スポーツ課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

就学時健診等子育て講

演会（小中学校）の実

施 

５回 

各校 1 回

（7 回）

以上 

保育園・認定こども園・

幼稚園での子育て講座

の実施 

５回 

各園１回

（15

回）以上 

親学び講座等の実施 
各校 1 回

以上 
継続 

２ ＰＴＡ活動 

 家庭や地域の「教育力」の向上を図るため

研修会を実施します。 

生涯学習・

スポーツ課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

研修会開催 
各校１回 

以上／年 
継続 
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施策目標２ 子どもの健全育成 

【現状・課題】 

○ アンケートによると、子どもを健やかに育むため、地域で必要な取り組みについて、「地

域内での子どもの安全を確保するための活動」が高い一方で、「文化やスポーツなど、

子どもの個性を伸ばす教育を強化する」「地域の歴史や文化、自然を体験したり、学ぶ

機会を増やしたりする」が高くなっていることから、地域における文化やスポーツ活動

の充実が求められています。 

○ 本市では、13 か所の地区公民館において、子どもから高齢者までさまざまな年代の人

が交流できる活動が行われており、子どもたちの社会性を育くむとともに、地域のつな

がりを強くする場となっています。 

○ スポーツ少年団の団員数や加入率が減少しています。子どもたちがスポーツを楽しみ、

活動を通じて協調性や社会ルールを学ぶ大切な場でもあることから、加入促進を図る

とともに、今後の運営のあり方を検討していく必要があります。 

○ アンケートによると、約４割の保護者が児童センターの利用経験がないという結果が

出ていることから、活動内容の周知を図り、利用促進に努める必要があります。 

○ アンケートやヒアリング調査によると、公園の遊具の充実を求める声や、公園の遊具で

遊んでいる人がいないとの意見があることから、公園の有効利用を検討し、整備するこ

とが求められています。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 生涯学習活動 

幅広い年代の人が参加し、地域住民の交流

の場となるよう、さまざまな活動を実施し、地

域のつながりを強化します。 
生涯学習・ 

スポーツ課 

地域協働課 
計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

交流事業実施か所数 13 か所 13 か所 
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事 業 内 容 担当課 

２ スポーツ少年団 

子どもの健全な心身を育成するため、ス

ポーツ少年団の加入促進を図るとともに、時

代のニーズに合わせたスポーツ活動を推進し

ます。 
生涯学習・ 

スポーツ課 
計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

団体数 31 団体 31 団体 

団員数 533 人 585 人 

加入率 29.3％ 36.0％ 

３ 
総合型地域 

スポーツクラブ 

子どもから高齢者までがさまざまなスポー

ツに触れ、親しむことができる総合型地域ス

ポーツクラブの育成支援を実施し、地域のス

ポーツ活動の充実を図ります。 
生涯学習・ 

スポーツ課 
計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

地域数・拠点数 ３か所 3 か所 

４ 
児童センター運営 

事業 

既存施設の有効活用を図り、子どもにとっ

て安全な居場所となるよう、利活用方法を検

討します。 

遊びを通しての友達作りや助け合う心・創

造する力を育てることを基本に、さまざまな

遊びや行事等の企画に努めます。 

こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

児童館数 ４館 ４館 

５ 都市公園整備事業 

既存公園の有効活用を図るため、子どもの

遊び場機能が求められる地域・公園の絞り込

みを行い、優先的な地域・対象公園から具体的

な整備計画を進めていきます。 
都市計画課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

公園の選定数 0 か所 5 か所 

公園整備数 0 か所 2 か所 
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基本方針５ 子育てと仕事の両立を支える 

 柔軟な働き方の導入や男性の育児休業の取得推進など、ワーク・ライフ・バランスに配慮

した職場環境の整備を推進するとともに、女性が出産後も安心して子育てと仕事を両立で

きる支援サービスの充実を図ります。また、共働き家庭の児童等を含め全ての児童の安全・

安心な居場所を確保するため、放課後児童対策の取り組みを推進します。 

 

 

施策目標１ 雇用環境の整備及び啓発 

【現状・課題】 

○ 日本経済の維持・発展には、女性の能力活用が必要不可欠です。本市における女性の労

働力率は、国・県と比較しても高くなっている一方で、結婚・出産・育児により離職す

る女性が多いという現状もあります。アンケートによると、育児休業を取得していない

理由として、「子育てや家事に専念するために退職した」という回答が高く、結婚・出

産・育児を送りながらも働き続けられる環境の整備が急務です。 

○ 男女ともにワーク・ライフ・バランスを保ちながら生活していくには、企業の理解や協

力が不可欠です。女性のみならず、男性にも育児休業、短時間勤務の取得を促進し、仕

事と家庭の両立ができる職場環境を創出するよう、企業に対して強く求めていく必要

もあります。 

○ 令和元年度現在、県が実施する子育て支援に取り組む企業への優遇措置等を行う「元気

とやま！子育て応援企業」に本市から 28 事業所が登録されています。また、国では、

女性の活躍促進や仕事と子育て等の両立支援に取り組む企業に対し、助成金や税制に

よる支援など、インセンティブの付与が進められています。このような取り組みの周知

を強化することにより、企業が子育て支援に取り組むきっかけを与えることが必要で

す。 
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【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 地域企業啓発事業 

市広報誌やホームページ、商工会議所会報

誌等において、仕事と子育ての両立に向けた

支援制度や取り組みについて、情報提供を行

います。 

また、ワーク・ライフ・バランスに関するセ

ミナーを開催するなど、企業への意識啓発を

図ります。 

商工観光課 

地域協働課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

広報誌等掲載数 ３回 ３回 

啓発セミナー開催数 １回 １回 

２ 
多様な働き方に 

関する情報提供 

企業訪問等を通して、ワークシェアリング

やテレワークなど、多様な働き方に関する情

報提供を進めます。 

商工観光課 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

広報誌等掲載数 ３回 ３回 

企業訪問数 120 社 120 社 
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施策目標２ 家庭での子育て協力体制の構築 

【現状・課題】 

○ 本市においては、女性の労働力率が高いことから、市民一人ひとりの意識改革により、

父親の家事・育児参加の促進を強化していく必要があります。男性が育児休暇を取得す

る比率は増えてきているものの、まだ低く今後も継続して啓発していく必要がありま

す。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 
男女共同参画 

推進啓発 

男女共同参画推進のため、男女共同参画に

関するさまざまな講演会等を実施すること

で、性別にかかわりなく、持てる力を発揮し、

喜びと責任を分かち合える環境を創出しま

す。 
地域協働課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

講演会等の開催 ５回 ５回 
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施策目標３ 子育てと仕事の両立を支えるサービスの充実 

【現状・課題】 

○ 本市では、病児保育を実施していますが、アンケートによると利用実績は少なく、利用

しなかった理由として「子どもが不安がるから」が最も高くなっています。仕事を持つ

父母が、子どもが病気にかかった時に不安なく預けられる病児保育の運営が必要です。 

○ ファミリー・サポート・センター事業の制度そのものを知らない人が見受けられること

から、制度と利用方法を周知し、子育てと仕事の両立に役立ててもらえるように利用促

進を図る必要があります。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ ★病児保育事業 

病気や病気の回復期の子どもが、集団生活

や家庭での保育が困難な時期に一時的に子ど

もを預かり、保育します。 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施か所数 １か所 １か所 

２ 

★ファミリー・ 

サポート・ 

センター事業 

子育ての援助を受けたい人と子育てを援助

したい人を会員として組織化し、相互援助活

動を実施します。 

こども課 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

サービス提供会員数 20 人 20 人 

依頼会員数 110 人 110 人 
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施策目標４ 放課後児童支援施策の充実 

【現状・課題】 

○ 本市では小学校区ごとに放課後児童クラブを実施していますが、上学年の対応が遅れ

ています。アンケートによると、放課後児童クラブを利用している人の要望として「利

用できる学年を拡大してほしい」が最も高いことから、利用学年の拡大を整備する必要

があります。また、放課後子ども教室に対する要望として「いろいろな体験活動を充実

させてほしい」が最も高いことから、充実した活動プログラムの実施が求められていま

す。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 

★放課後児童 

健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない場

合等に、指導員のもと、授業の終了後や休業

日の適切な遊び及び生活の場を提供します。 

上学年の受入れニーズの高まりを踏まえ、

受入れ体制を整備します。 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施か所数 13 か所 10 か所 

２ 
放課後子ども教室・ 

土曜教室 

放課後や週末に子どもの居場所をつくるた

め、学校の校庭や教室を開放し、地域住民の

協力によるスポーツや文化活動の実施とプロ

グラムの充実を図ります。 

地域協働課

こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

放課後子ども教室実施

か所数 
３か所 ３か所 

放課後児童クラブと放

課後子ども教室の一体

型または連携型実施か

所数 

１か所 １か所 

土曜教室実施か所数 13 か所 13 か所 
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基本方針６ 全ての親子の権利を守る 

 全ての子どもが、心身ともに健康に、未来に向けて成長する権利が保障されるよう、市民

に向けた啓発活動を進めます。 

 近年、深刻化している児童虐待においては、関係機関との連携強化や地域における協力体

制の構築を図り、虐待防止及び早期発見につなげるとともに、支援体制の充実を図ります。 

 特別な支援が必要な子どもに対しては、状況に即した支援が行われるように、支援サービ

スの充実と支援体制の強化を図ります。 

 

 

施策目標１ 子どもの権利の確保 

【現状・課題】 

○ 国連が制定した「子どもの権利条約」に基づき「魚津市子どもの権利条例」を制定し、

全ての子どもが生まれたときから持つ「生きる権利」「育つ権利」「守られる権利」「参

加する権利」の４つの権利を尊重するまちであることを明らかにしています。子ども達

が、人としての尊厳と権利が守られながら豊かな愛情を持って育てられ、健やかな成長

を保障されるよう、心豊かな社会を築いていくことが重要です。 

○ 次世代を担う子どもの権利が確保される環境づくりのため、人権学習を通じて啓発に

努める必要があります。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ こどもの権利委員会 

子どもの権利条例に基づき、子どもの権利

に関する施策の充実を図り、全ての子どもの

権利の保障を推進します。 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

開催数 １回 １回 

２ 子ども会議 

小・中学生によって構成される「子ども会

議」において、学校や学年の垣根を越えて交

流を深め、子どもの権利に関する内容に基づ

き、さまざまな視点から話し合いを行います。 
学校教育課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

開催数 
１回以上

／年 
継続 
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事 業 内 容 担当課 

３ 
「子どもの権利条例」

の周知・啓発 

「子どもの権利条例」について、市広報誌、

ホームページ等において、内容の周知・啓発

を図り、市民が子どもの権利について理解を

深めるよう努めます。 こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

市広報誌掲載数 １回 １回 

 

 

施策目標２ 児童虐待防止対策の充実 

【現状・課題】 

○ 児童虐待の防止に関する法律の改正により、令和 2 年 4 月 1 日から子どものしつけに

際して、保護者の体罰禁止が明文化されました。児童虐待や不適切な養育は、子どもの

人権を侵害し、子どもの心身の成長や人格形成に影響を及ぼします。本市では、「魚津

市要保護児童対策協議会」において、要保護児童の早期発見や関係機関との情報共有を

図っていますが、虐待防止及び早期発見をより確実にするためにも、関係機関との連携

強化をより一層図り、支援体制を強化することが必要です。 

○ 子育て家庭の孤立化が、育児不安等を助長させることにつながり、虐待へと発展するこ

ともあります。児童虐待は各家庭の問題ではなく、地域や社会全体の問題と捉え、地域

の身近な人々が虐待防止に向けた意識を持つことが重要です。 

○ 国において、「子供の貧困対策に関する大綱」により、基本的な方針及び重点施策が掲

げられ、現在から将来にわたって、全ての子どもたちが夢や希望をもつことができる社

会を築いていくことが望まれています。貧困の連鎖を断ち切るためにも、支援を必要と

する子どもたちの情報等の把握と支援サービスの提供につなげることが必要です。 

［「第 6 章 子どもの貧困対策の充実」と関連する課題］ 
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【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 
要保護児童対策 

地域協議会 

虐待を受けている子どもをはじめとする要保

護児童の早期発見や早期対応を図るため、関係

機関との連携を強化することにより、民生委員

や学校から持ち込まれる情報や相談を共有し、

適切な対応に努めます。 

また、代表者会議や実務者会議、個別ケース検

討会を実施し、困難な事例への対応を進めます。 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

代表者会議開催 １回 １回 

実務者会議開催 ３回 ３回 

個別ケース検討会開催 実施 継続 

２ 

（新） 

子ども家庭総合支援 

拠点事業 

 

（再掲） 

全ての子どもとその家庭及び妊産婦等に対し

て、専門的な相談や地域資源を活用した情報提

供、訪問等による継続的な支援を実施する「子ど

も家庭総合支援拠点」を整備し、妊娠期から子育

て期までの切れ目のない支援を実施します。こ

のサポート体制の整備により、要保護児童対策

地域協議会の調整担当機関を担うことで、支援

を必要としている子どもやその世帯等への訪

問、見守り、適切なサービス提供など、きめ細や

かな対応を継続的に実施します。 

こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施か所数 0 か所 1 か所 

３ 

産婦健康診査 

 

（再掲） 

産後うつ予防や新生児への虐待予防等を図る

ため、全ての産婦を対象に産後２週間と１か月

の２回産婦健康診査を実施します。 
健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

産婦健診受診者（延べ数）  440 人 450 人 
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事 業 内 容 担当課 

４ 

★乳児家庭全戸訪問 

事業 

（こんにちは赤ちゃん訪問） 

 

（再掲） 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪

問し、さまざまな不安や悩みを聞き、子育て支

援に関する情報提供等を行うとともに、親子の

心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い、

支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提

供につなげます。 

健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

乳幼児全戸訪問率 100％ 100％ 

５ 

養育支援訪問事業 

 

（再掲） 

乳児家庭全戸訪問事業や母子保健事業、関係

機関からの連絡等により、養育支援が特に必要

であると判断した家庭に対し、保健師等が訪問

し、養育に関する相談・指導・助言等を行い、

当該家庭の適切な養育の実施を確保します。 
健康センター 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

養育支援訪問数 15 件 20 件 

６ 

産後ケア事業 

 

（再掲） 

産婦と乳児を対象に助産師が心身のケアや育

児サポート等を行い、身体的回復や心理的な安

定を図ることで安心して子育てができるよう支

援します。 

健康センター 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

訪問型 実施 実施 

通所型 未実施 実施 

宿泊型 未実施 実施 
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施策目標３ 子どもの貧困対策の充実 

【現状・課題】 

○ 本市における児童扶養手当受給者数は減少傾向にあるものの、貧困家庭に対しては、経

済的な支援をはじめ、保護者のキャリアアップにつながる就労支援など、それぞれの家

庭状況に合わせた適切な支援が必要です。 

○ 経済的な理由から、子どもの教育機会に格差が生じないよう、金銭的な負担が少なくて

も学習できる環境の創出が必要です。 

○ 日々の生活を送っていく中で、一人では対応しきれないことも数多くあります。さまざ

まな悩みや困りごとがでてきた際に気軽に相談できる体制の充実と窓口の周知が望ま

れます。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 

母子・父子家庭 

自立支援教育訓練 

給付金事業 

ひとり親家庭の保護者の就業を支援するた

め、就職に必要な資格取得に向けて教育訓練

講座を受講する際、受講費用の一部を助成し

ます 
こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

対象者、希望者への個別

相談対応 
継続 継続 

２ 児童扶養手当 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助

け、児童の健全育成を図るため、ひとり親家

庭等に対し、児童扶養手当を支給します。 

こども課 
計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

市広報誌・ホームページ

による周知、個別相談対

応 

継続 継続 
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事 業 内 容 担当課 

３ 
ひとり親家庭等 

医療費助成事業 

18歳年度末までの児童を養育しているひと

り親家庭等に対し、病気やケガで医療機関に

通院したり、入院した場合の医療費を助成し

ます。 

こども課 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

市広報誌・ホームページ

による周知、個別相談対

応 

継続 継続 

４ 
ひとり親家庭等 

学習支援事業 

ひとり親家庭等の小・中学生を対象に、学

習支援ボランティア等による無料の学習支援

を行います。 

こども課 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施回数（年間） 52 回 52 回 

利用延べ人数 10 人 10 人 

５ 相談事業 

貧困の状況にある家庭に対し、家庭児童相

談員や母子・父子自立支援員等による相談や

情報提供を実施します。 

また、民生児童委員、主任児童委員にも同

様に相談に対応できるよう資質の向上を図り

ます。 

こども課・ 

社会福祉課・ 

学校教育課 計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

家庭児童相談室の設置 継続 継続 

就労支援相談室の実施 継続 継続 

教育相談の実施 継続 継続 

６ こども食堂 

 子ども達の放課後の居場所等として、こど

も食堂への支援を実施します。 

また、子どもだけでなく地域住民も利用で

きることから、地域の情報交換やコミュニ

ティの場となるように環境の整備を図りま

す。 

こども課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

実施か所数 ３か所 ４か所 
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施策目標４ 障がい児施策の充実 

【現状・課題】 

○ 近年、発達障がい等の子どもが増加傾向にあります。本市では、健康診査時等に、発達

に遅れのある子どもの早期発見に努めており、知的障がい、発達障がい、医療的なケア

児など、障がいに応じた個別の療育を実施しています。 

○ 保護者の中には、子どもの障がいを受入れられない人が少なくなく、発見の遅れが、ひ

いては受診の遅れにもつながります。保護者の心身のサポート及び相談や個別対応が

行える体制づくりが必要です。 

○ 関係機関との連携を一層強化し、障がい児に対するサービスの充実を図るとともに、子

どもの個性や能力を伸ばす療養支援が必要です。 

 

【具体的な取り組み】 

事 業 内 容 担当課 

１ 児童発達支援 

 障がいに応じた個別の専門的な療養を受け

られるよう、通所利用の障がい児だけでなく、

地域の障がい児やその家族、保育所等の施設

に通う障がい児に対しても支援や療育を実施

します。 
社会福祉課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

利用者数 ７人 ７人 

 

２ 

放課後等 

デイサービス 

学校授業終了後や休業日に、生活能力向上

のための訓練や社会との交流の促進等を継続

的支援し、障がい児の自立を促進するととも

に、放課後等の居場所づくりを実施します。 社会福祉課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

利用者数 36 人 36 人 
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事 業 内 容 担当課 

３ 保育所等訪問支援 

保育園・認定こども園・幼稚園、小学校な

ど、普段通っている施設へ支援員が訪問し、

集団生活に適応できるようをサポートし、安

定した利用を促進します。また、訪問先のス

タッフに対して、専門的な支援を実施します。 
社会福祉課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

利用者数 ３人 ５人 

４ 障がい児相談支援 

障がい児通所支援を利用する前に障がい児

支援利用計画の作成と一定期間ごとに利用状

況の検証（モニタリング）を行います。 
社会福祉課 

計画期間における方向性 

目標値 Ｒ１実績 Ｒ６目標 

利用者数 10 人 48 人 
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第８章 推進体制 

 

 

１ 子ども・子育て会議での計画の評価と点検 

 本計画を着実に推進するため、庁内の推進体制や市民、地域、団体等との協働体制の中で

施策・事業を実施していくとともに、その進捗状況を定期的に評価・点検し、今後の事業実

施に反映します。 

 また、計画に掲げた施策・事業の実施状況については、「子ども・子育て会議」にて進捗

状況等を報告し、適切に実施されているかを評価・点検します。 

 教育・保健事業及び地域子ども・子育て支援事業の見込み量や確保の内容等、具体的な数

値目標を設定した部分については、詳細にその状況を確認し、計画と大きな乖離が見られた

場合は、必要に応じて計画の見直しを行うなど、柔軟な対応を行います。 

 

 

２ 庁内の推進体制 

 本計画は、子ども・子育て支援のための総合的な計画として、教育・保育をはじめ保健・

医療・雇用・生活環境など、多岐の分野にわたっています。こども課を中心に、「魚津市少

子化対策推進庁内会議」の中で、関係各課の施策・事業の実施状況を定期的に共有するとと

もに、関係各課との連携を強化し、取り組むべき課題等の共通認識を持ち、本計画を総合的・

計画的に推進します。 

 

 

３ 市民・地域、関係団体等との協働 

本計画を実効性のあるものとしていくためには、市が本計画に基づき子育て支援施策・事

業を着実に実施していくとともに、市民や企業、保育園・認定こども園・幼稚園、学校等、

地域の関係団体等の協力と主体的な取り組みが必要不可欠です。 

そのため、本計画の内容を市広報誌やホームページ等を通じて、積極的に周知や啓発活動

等を行うとともに、子ども・子育てに関わる関係機関や企業、各種団体等と連携・協力体制

を強化し、本計画の取り組みを推進します。 

 

 

４ 広域調整や県との連携 

市を越えた広域的な教育・保育のニーズ、障がい児や要保護児童への対応等、供給体制や

支援体制の整備が必要な場合は、県及び近隣市町村との連携・調整を図り、より充実した取

り組みを進めます。 


